
所管課
位置
づけ

見直
し

№ 取組業務
数値
目標

うち
財政
効果

1

秘書企画課 (1)① 維持 1 行政需要等に応じた組織・機構の構築

2
秘書企画課 (1)① 変更 2 年次有給休暇等の取得促進 〇

3
秘書企画課 (1)① 変更 3 時間外勤務の縮減 〇

4
秘書企画課 (1)② 維持 4 人材育成基本方針の推進

5
秘書企画課 (1)③ 維持 6 職員数の最適化

6
秘書企画課 (2)② 変更 15 ふるさといわくら応援寄附金の積極的な推進 〇 〇

7
秘書企画課 (3)② 整理 28 民間活力の活用を検討する仕組みの構築

8
秘書企画課 (3)③ 維持 36 施策評価における外部評価の導入

9
協働推進課 (3)② 変更 29 市民プラザ及び市民活動支援センターにおける民間活力の活用

10

協働推進課 (4)① 変更 41 ホームページの活用

11
協働推進課 (4)② 変更 43 業務システムの最適化

12
協働推進課 (4)③ 維持 44 市民との協働による広報紙づくり

13
協働推進課 (4)③ 維持 45 広聴活動の充実と的確な情報発信

14
協働推進課 (4)④ 維持 47 セキュリティレベルの向上

15
行政課 (2)① 維持 13 使用料、手数料等の適正化

16
行政課 (2)② 維持 16 土地開発基金保有土地の適正化

17
行政課 (2)② 変更 17 公共施設の活用による財源確保

18
行政課 (2)③ 維持 19 将来にも責任ある計画的な予算編成

19
行政課 (2)④ 維持 22 広報・ホームページ等の活用による財政情報の提供

20
行政課 (2)④ 維持 23 市債残高の削減 ○

21
行政課 (3)② 整理 30 民間委託等の導入に伴うモニタリングの仕組みと基準等の整理

22
危機管理課 (3)② 維持 31 民間企業等との災害時応援協定の締結

23
市民窓口課 (2)① 変更 7 後期高齢者医療保険料の収納率の向上 ○ ○

24

環境保全課
健康課

(4)① 整理 42 電子申請機会の拡大

25
環境保全課 (4)① 新規 51 ごみ分別アプリの導入

26
税務課 (2)① 維持 8 市税の収納率の向上 ○ ○

27
税務課 (2)① 変更 14 クレジットカード収納の実施

第２期岩倉市行政経営プラン行動計画　一覧（課順） 所管課
位置
づけ

見直
し

№ 取組業務
数値
目標

うち
財政
効果

28
福祉課 (3)① 変更 26 コミュニケーション支援の充実

29
長寿介護課 (2)① 維持 9 介護保険料の収納率の向上 ○ ○

30
健康課 (3)① 維持 27 がん検診等のセット受診の導入 ○

31
健康課 (3)① 新規 49 がん検診申込機会の拡大

32
商工農政課 (3)① 変更 48 消費生活相談体制の充実

33
都市整備課 (3)④ 変更 37 公共施設の最適な配置

34
企業立地推進室 (2)② 変更 18 新たな企業誘致による市税収入の増 ○

35
維持管理課 (3)④ 維持 38 排水機場・公園施設・橋梁の長寿命化と適切な維持管理

36
上下水道課 (2)⑤ 維持 24 上水道事業の健全経営 ○ ○

37
上下水道課 (2)⑤ 維持 25 下水道事業の健全経営

38
上下水道課 (3)④ 維持 39 計画的な基幹管路の耐震化 ○

39
会計課 (2)③ 変更 20 支給物品等の消耗品購入費の削減 〇

40
消防本部総務課 (2)② 変更 5 救急業務の高度化 ○

41
消防署 (3)② 維持 32 救命知識・技術の普及啓発による救急救命率の向上 ○

42
学校教育課 (2)① 維持 10 給食費の収納率の向上 ○ ○

43
学校教育課 (3)② 整理 33 給食調理業務及び配送業務における民間活力の導入

44
学校教育課 (3)④ 変更 40 学校施設の安全性の向上と適切な維持管理

45
学校教育課 (3)② 新規 50 学校給食の配膳業務における民間活力の活用

46
生涯学習課 (3)② 維持 34

生涯学習センター及び総合体育文化センターの民間活力における施設利用の充
実

47
生涯学習課 (4)③ 変更 46 民俗資料等のデータベース化と活用

48
子育て支援課 (2)① 維持 11 保育料の収納率の向上 ○ ○

49
子育て支援課 (2)① 維持 12 放課後児童健全育成手数料の収納率の向上 ○ ○

50
監査委員事務局 (3)② 維持 35 指定管理者監査の実施

51
― (2)③ 維持 21 経常経費の削減 ○



第２期岩倉市行政経営プラン行動計画の平成29年度実績及び中間見直し並びに平成30年度計画

28 29 30 31 32

実施 実施 実施 実施 実施　職員の適性や能力等を反映し
た職員配置と柔軟な組織体制を
構築することにより、効果的・
効率的な行政運営を行うことが
できるとともに、市民サービス
の向上が図られる。

平成30年度の計画

・組織・機構の見直
しについて検討す
る。
・横断的なプロジェ
クトを設置し、検討
していく。

・ワーク・ライフ・
バランスの必要性の
周知に努めるととも
に、連続休暇等の取
得促進を図る。
・職員向けに休暇制
度について、分かり
やすい資料を作成し
周知する。

平成29年度の実施効果

・年度目標につい
て、岩倉市特定事
業主行動計画に年
次有給休暇取得日
数を10日以上とし
ていることから、
数値目標として設
定するもの。

・年次有給休暇等の
取得率向上に向け
て、全職員あてに、
「ワーク・ライフ・
バランスの推進につ
いて」を通知し、休
暇取得の取組とし
て、夏季厚生休暇や
休日、祝日と合わせ
た連続休暇としての
取得促進を図った。

・連続休暇等の取得
促進を周知し、年次
有給休暇等の取得の
促進に努めた結果、
職員１人当たりの平
均取得日数を増やす
ことができた。

※平成29年度職員１
人当たりの年次有給
休暇平均取得日数：
8.93日（対前年比：
0.46日増）

・引き続き、記念日
休暇や連続休暇等の
取得促進を推進す
る。職員向けにワー
クライフバランスの
必要性や休暇制度に
ついて、分かりやす
い資料を作成し周知
する。

・アンケート結果を
参考に、職員配置及
び職員採用計画を作
成した。
・市長マニフェスト
である「住むなら岩
倉！子育て・健幸・
安心なまち」を実現
するため、6つの組
織横断的なプロジェ
クトを設置し、検討
した。

見直し内容及びその理由

・アンケート結果を
検証し、組織・機構
の見直しに役立て
る。
・市長マニフェスト
等を実現するため、
プロジェクトを設置
して取り組む。ま
た、進捗状況等の公
表は、適切な方法・
時期に行う。

平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

1

見
直
し

維
持

人
材
の
育
成
と
効
率
的
な
組
織
運
営
の
推
進

2

行政需要等
に応じた組
織・機構の
構築

秘書企画課

変
更

①
組
織
の
最
適
化
と
働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り

・プロジェクトの取
組により、全小中学
校へのエアコンの設
置に向けた検討を行
うことができた。ま
た、空き家の利活用
を促進するための空
き家バンク制度をス
タートすることがで
きた。
・「旧学校給食セン
ターの跡地利用」な
どを討議テーマとし
て、本市で初めての
取組となる市民討議
会を実施することが
できた。

　年次有給休暇等の取得につい
て、次世代育成支援対策推進法
に基づき策定した市特定事業主
行動計画に規定する取組（年次
有給休暇の取得促進・連続休暇
等の取得促進・子どもの看護の
ための特別休暇の取得促進等）
を推進する。

　地方分権の進展や新たな行政
課題に的確かつ柔軟に対応し、
効率的な行政サービスを継続し
ていくことのできる組織運営と
市民にわかりやすい組織づくり
を行う。
　また、必要に応じて組織や機
構の枠を超えたプロジェクト
チームなどを編成し、戦略的か
つ弾力的に課題解決に取り組
む。

秘書企画課
年次有給休
暇等の取得
促進

実施 実施 実施

10日/年
以上

実施

10日/年
以上

実施

10日/年
以上

（旧）職務に専念しながら、職
員が安心して結婚、出産、子育
て、介護ができる「働きやすい
職場環境」づくりが図られる。

（新）職務に専念しながら、職
員が安心して結婚、出産、子育
て、介護ができる「働きやすい
職場環境」づくりが図られる。

※年度目標…職員１人当たりの
年次有給休暇平均取得日数　10
日／年以上

資料１㌻～

資料３㌻

資料７㌻

1 / 20 ページ



28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

（旧）時間外勤務手当の縮減、
職員の健康保持及び仕事と家庭
との調和が図られる。

（新）時間外勤務手当の縮減、
職員の健康保持及び仕事と家庭
との調和が図られる。

※年度目標…職員１人当たりの
時間外勤務時間数　94時間／年
以下

実施 実施 実施

94時間/
年以下

実施

94時間/
年以下

実施

94時間/
年以下

変
更

・ワーク・ライフ・
バランスの必要性の
周知に努めるととも
に、毎週水曜日の
「ノー残業デー」の
取組や時間外勤務の
事前申請・命令の徹
底を図る。
・管理職職員が、特
定の職員に時間外勤
務が集中しないよ
う、業務配分に努め
る。
・幅広い職員が受講
できるよう「タイム
マネジメント研修」
を実施していく。
・時差出勤制及びフ
レックスタイム制に
ついて、導入してい
る自治体のメリット
やデメリットを含
め、状況について研
究していく。

・年度目標の時間
外勤務時間数を94
時間以下としてい
ることから、数値
目標として設定す
るもの。

・時間外勤務の削減
のため、従来から実
施している毎週水曜
日の「ノー残業
デー」や愛知県が実
施している「あい
ち・ワーク・ライ
フ・バランス推進運
動2017」に賛同し、
「愛知県内一斉ノー
残業デー（11月15
日）」における定時
退庁を促した。
・全職員あてに、
「ワーク・ライフ・
バランスの推進につ
いて」を通知し、時
間外勤務縮減の取組
として、毎週水曜日
の「ノー残業デー」
の徹底のため、その
日の午後5時30分に
庁内放送を流し、午
後6時までの一斉退
庁を促した。
・管理職職員の時間
外勤務管理の促進を
図ることを目的とし
て、管理職職員の時
間外勤務を実施予定
の職員は、予め時間
外勤務の事前申請を
行い、当該日の午後
５時15分までに所属
長の命令を受けなけ
ればならないことと
した。
・主事級から統括主
査までの職員を対象
に「タイムマネジメ
ント研修」を実施
し、時間管理の能力
の養成に努めた。

・時間外勤務の縮減
につながる取組によ
り、時間外勤務の縮
減に努めた結果、職
員１人当たりの時間
外勤務時間数を縮減
することができた。

※平成29年度職員１
人当たりの時間外勤
務時間数：94時間
（対前年度比10時間
減）

3

人
材
の
育
成
と
効
率
的
な
組
織
運
営
の
推
進

①
組
織
の
最
適
化
と
働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り

秘書企画課
時間外勤務
の縮減

・引き続き、毎週水
曜日の「ノー残業
デー」や毎月19日の
「育児の日」等を推
進する。
・ワーク・ライフ・
バランスの必要性に
ついて、職員に周知
する。
・「タイムマネジメ
ント研修」の受講対
象を主事級から統括
主査までとし、より
幅広い職員が受講で
きるようにする。
・管理職職員が、特
定の職員に時間外勤
務が集中しないよ
う、業務配分に努め
るよう、再度徹底す
る。

　ノー残業デー及び育児の日の
推進、管理職員の業務マネジメ
ントの推進、時間管理の手法な
どを取得する研修を実施する。
また所属ごとにミーティングや
朝礼を実施し、業務の確認・調
整を行い、業務効率をあげるた
めのスケジュール管理に取り組
む。

資料１３㌻

2 / 20 ページ



28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

　市人材育成基本方針に基づ
き、日々の仕事を通じて職員を
育てる職場環境の構築、職員の
能力や資質を伸ばす職員研修の
実施、職員の意欲を高め、身に
付けた知識や能力を生かす人事
管理に取り組む。

　やりがいを持って職務に取り
組むことにより、職員の成長や
組織の総合力の向上が見込まれ
る。

（旧）救急業務の高度化に対応
する専門性の高い職員を育成
し、それに続く後進の目標とな
る等の波及効果を創出すること
により、救命率向上にもつなが
る。
目標：運用救急救命士数（処置
拡大等延べ認定数）。

（新）救急業務の高度化に対応
する専門性の高い職員を育成
し、それに続く後進の目標とな
る等の波及効果を創出すること
により、救命率向上にもつなが
る。
目標：運用救急救命士数（延べ
認定資格数）。

　救急救命士の新規養成、処置
拡大等研修受講、指導者の養成
に取り組む。

※救急救命士の認定資格
包括下除細動、気管挿管、薬剤
投与、処置拡大（心肺機能停止
前の静脈路確保と輸液、血糖測
定と低血糖発作症例へのブドウ
糖溶液の投与）、薬剤投与指導
者、指導救命士　他

実施実施 実施実施

11人
(36件)

12人
（44件）

・救急救命士の養成
や処置拡大等の認定
が受けられるよう努
める。

救急業務の
高度化

人材育成基
本方針の推
進

・人材育成基本方針
に掲げている取組に
ついて、推進をして
いく。
・平成30年度研修計
画、職員提案制度な
どを基に、職員一人
ひとりの意識改革や
スキルアップに取り
組んでいく。
・市長マニフェスト
等推進プロジェクト
を通じ、若手職員の
達成感や課題解決能
力の向上を図ってい
く。

4

人
材
の
育
成
と
効
率
的
な
組
織
運
営
の
推
進 秘書企画課

消防本部総
務課

5

9人
(27件)

・人材育成基本方針
に基づき、平成29年
度職員研修計画を作
成し、市独自研修
（994人）を実施
し、研修機関が実施
する研修（178人）
に職員を派遣し、延
べ1,172人の職員が
研修を受講した。受
講後は受講報告書や
アンケート等の提出
により、研修効果を
測定した。
・職員提案制度は、
66件の提案があっ
た。
・「研修受講3年後
追跡調査アンケー
ト」を実施した。
・市長マニフェスト
等推進プロジェクト
へ若手職員13人が参
加した。

②
人
材
育
成
の
推
進

実施

12人
(39件)

13人
（49件）

・目標の「（処置
拡大等延べ認定
数）」を「（延べ
認定資格数）」に
改め、薬剤投与指
導者を加える。理
由は、救急業務高
度化ための人材育
成に必要な認定資
格であるため。

・運用救急救命士は
10人、延べ認定資格
数は37件となった。

・研修等の実施によ
り、職員の意識改
革、スキルアップに
繋がった。市独自研
修では、94％の受講
者から「大変有意義
であった」又は「有
意義であった」と回
答があった。
・職員提案制度の実
施により、自ら課題
を発掘し解決してい
く職員の育成に繋
がった。
・研修受講3年が経
過した職員に対して
追跡調査を実施した
ことにより、研修で
習得したことを継続
的に業務に活用でき
ているかを調査分析
し、今後の研修実施
及び研修計画策定の
参考資料とすること
ができた。

・救急救命士1人を
養成し、認定資格を
6件取得した。

・救急救命士の養成
や処置拡大等の認定
が受けられるよう努
める。

・人材育成基本方針
に掲げている取組に
ついて推進してい
く。
・研修受講直後に受
講報告書、研修受講
後数か月後にフォ
ローアップアンケー
トを実施している
が、平成29年度より
研修受講数年後の測
定についても加え、
研修の効果測定方法
を充実させる。
・平成29年度研修計
画、職員提案制度な
どを基に、職員一人
ひとりの意識改革、
スキルアップに取り
組む。
・業務改善運動を中
止し、市長マニフェ
スト等推進プロジェ
クトに若手職員を公
募により参加させ、
活動を通して達成感
や課題解決能力の向
上を図る。

変
更

9人
(29件)

10人
(33件)

10人
（38件）

維
持

資料１７㌻

資料１９㌻

資料２１㌻
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

・所属長から平成31
年度職員配置要望書
を提出させ、各課の
業務量にあった職員
数を算定し、必要数
を確保していく。
・再任用制度を積極
的に活用し、知識と
経験を有する人材を
確保し、人的資源の
有効活用を図ってい
く。
・地方自治法及び地
方公務員法の改正に
より、平成32年度か
ら創設される会計年
度任用職員制度につ
いて、適切に運用で
きるよう準備してい
く。

・平成29年4月1日及
び10月1日に職員を
採用し、適切な職員
配置を行った。ま
た、再任用制度を積
極的に活用し、様々
な職種において、知
識と経験を有する人
材を確保することが
できた。
・パート職員につい
ては、所属長とのヒ
アリングにより、雇
用の必要性や勤務形
態を決定することが
できた。
・自己申告書の内容
を参考にしながら、
職員の適性や能力等
を反映した配置を行
うことができた。

6

人
材
の
育
成
と
効
率
的
な
組
織
運
営
の
推
進

職員数の最
適化

③
職
員
数
の
適
正
化

秘書企画課

実施 ・所属長から平成30
年度職員配置要望書
を提出させ、各課の
業務量にあった職員
数を算定し、必要数
を確保する。
・引き続き、再任用
制度を積極的に活用
し、知識と経験を有
する人材を確保し、
人的資源の有効活用
を図る。

・平成29年4月1日現
在の職員数は363人
であったが、平成29
年10月1日に5人の職
員を採用した。
・平成29年5月に平
成30年4月の各課の
職員数（正規職員、
嘱託職員など）につ
いて、所属長の要望
に基づきヒアリング
を実施し、平成30年
4月1日の職員数を
376人とし、採用試
験を実施したが、内
定後の急な退職等か
ら平成30年4月1日は
375人となった。
・7人の定年退職者
のうち、新たに5人
（事務職1人、消防
職1人、児童厚生員1
人、保育職2人）を
平成30年4月1日に再
任用職員として任用
することとした。
・平成30年度のパー
ト職員の雇用と効果
的な配置を行うた
め、所属長や事務補
助的な業務を行う
パート職員とヒアリ
ングを行った。
・職務に対する適
性、職場環境に対す
る意見、提案、異動
希望等を申告する自
己申告制度につい
て、全職員から自己
申告書の提出を受け
た。

実施実施

維
持

　再任用職員・嘱託職員・パー
ト職員の任用・雇用及び高度な
専門知識を持った人材の育成・
採用をするとともに、職員の適
性や能力等を反映した職員配
置、市民ニーズや業務量に見
合った職員数の管理に努める。

　最適な職員配置や職員数の管
理を行うことにより、効果的・
効率的な行政運営を行うことが
できる。

実施 実施

資料２３㌻
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

・督促状送付時に、
納付を促す分かりや
すい文書を同封し
た。また用紙をカ
ラー再生紙にし、目
に留まりやすくし
た。
・初期未納者に対
し、督促状発送時に
電話催告を実施し
た。
・75歳年齢到達の制
度加入に伴う保険証
発送時に口座振替依
頼書を同封し、口座
振替を勧奨した。
・口座振替受付サー
ビスの周知をすると
ともに、口座振替の
勧奨に努めた。
・5月と12月に、催
告書発送者を対象に
戸別訪問、電話催告
を実施し、徴収業務
に取り組んだ。

・納税者の利便性の
向上を図るため、口
座振替受付サービス
のイラストを納税通
知書に掲載し、利用
を増加させる。
・自主的な納付が見
込めない滞納者に対
しては、担当職員を
設け、徹底した財産
調査を行い、差押え
を執行し、インター
ネット公売等により
効果的な換価を行
う。
・現年度の滞納者に
対して、休日納付窓
口を周知し、平日来
庁できない方に休日
相談の利用を促す。

【市税】
・現年分99.18％
（目標率99.15％に
対し0.03ポイント
増）
・滞納繰越分
25.11％
（目標率24.15％に
対し0.96ポイント
増）

【国民健康保険税】
・現年分91.97％
（目標率91.25%に対
し0.72ポイント増）
・滞納繰越分
20.28％
（目標率23.46％に
対し3.18ポイント
減）

・督促状送付時に、
納付を促す分かりや
すい文書を同封す
る。
・初期未納者には督
促状送付後に電話催
告を行い、滞納者に
は納付相談を実施し
納付を促す。
・制度加入時や納付
書発送時に口座振替
依頼書を同封すると
ともに、口座振替受
付サービスを周知
し、口座振替を勧奨
する。
・5月と12月に徴収
強化月間を設け、電
話催告や戸別訪問に
よる徴収業務に取り
組む。
・他の効果的な収納
方法の研究を行う。

税務課

後期高齢者
医療保険料
の収納率の
向上

　安定的な後期高齢者医療制度
の運営と負担の公平性を確保す
るため、効果的な収納対策に取
り組む。
　新たな滞納者の発生を防ぐた
め、高齢者に配慮した通知をす
るとともに電話や訪問により納
付を促す。また、納付忘れを防
ぐため、口座振替を勧奨する。

変
更

維
持

・平成29年度納税通
知書の封筒に口座振
替受付サービスのイ
ラストを掲載した結
果、前年より196件
多い746件の利用が
あった。
・滞納者の自宅等の
捜索を3件実施し、
差押えたバイクをイ
ンターネット公売に
より換価を行い、約
23万円を滞納税へ充
てた。
・滞納者に対し、担
当職員を設け徹底し
た財産調査を行い、
242件の差押えを実
施した。
・現年度の高額滞納
者に対しては、財産
調査を実施し、14件
の差押えを実施し
た。

　安定的な税収を確保するため
に、現年の普通徴収課税分は、
口座振替納付を推進する。
　滞納者には財産調査を徹底
し、担税能力がありながら納付
がない場合は、早期の滞納処分
を実施するとともに、動産等を
差押えた場合はインターネット
公売を利用して効率的な換価を
実施する。

・納税者の利便性の
向上を図るため、口
座振替制度の利用を
イラストを掲載した
納税通知書を活用
し、勧奨する。
・自主的な納付が見
込めない滞納者に対
しては、行政区別に
担当者を設け、徹底
した財産調査を行
い、差押えを執行
し、インターネット
公売等により効果的
な換価を行う。
・現年度の高額滞納
者に対し、財産調査
を実施し、現年度の
差押えを執行するな
ど現年度対策を実施
する。

（旧）分かりやすく伝えること
により納付に繋げ、収納率の向
上を図る。また口座振替を勧奨
することにより、納め忘れや初
期未納を防ぎ、新たな滞納者の
発生を抑制する。

収納率目標（現年度分）
　32年度　99.68 ％、99.19 ％
（うち普通徴収分）

※27年度　99.58％　（県内平
均：99.56％）、
99.09％（うち普通徴収分）
（県内平均：99.09％）

（新）分かりやすく伝えること
により納付に繋げ、収納率の向
上を図る。また口座振替を勧奨
することにより、納め忘れや初
期未納を防ぎ、新たな滞納者の
発生を抑制する。

収納率目標（現年度分）
　32年度　99.72 ％、
99.40 ％（うち普通徴収分）

※29年度　99.72％、
99.40％（うち普通徴収分）

　歳入確保への取組を実施しな
がら、県内の平均収納率を目標
に収納率の向上を図る。

収納率目標
　32年度　市税99.30％
　滞納繰越分24.50％
　国保92.00％
  滞納繰越分23.50％

※27年度　市税99.07％
  滞納繰越分23.97％
　国保90.97％
  滞納繰越分23.42％
　27年度（県内平均）
　市税99.35％
  滞納繰越分28.12％
　国保93.66％
  滞納繰越分21.40％

8

7 市民窓口課

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

①
歳
入
確
保
の
強
化

市税の収納
率の向上

99.60 ％
（現年度
分）

99.11 ％
（うち普
通徴収
分）

99.62 ％
（現年度
分）

99.13 ％
（うち普
通徴収
分）

99.64 ％
（現年度
分）

99.15 ％
（うち普
通徴収
分）

99.72 ％
（現年度
分）

99.40 ％
（うち普
通徴収
分）

99.66 ％
（現年度
分）

99.17 ％
（うち普
通徴収
分）

99.72 ％
（現年度
分）

99.40 ％
（うち普
通徴収
分）

（市税）
現年

99.15％
滞繰

24.15％
（国保）
現年

91.25％
滞繰

23.46％

（市税）
現年

99.20％
滞繰

24.30％
（国保）
現年

91.50％
滞繰

23.48％

（市税）
現年

99.25％
滞繰

24.40％
（国保）
現年

91.75％
滞繰

23.49％

（市税）
現年

99.10％
滞繰

24.00％
（国保）
現年

91.00％
滞繰

23.44％

99.68 ％
（現年度
分）

99.19 ％
（うち普
通徴収
分）

99.72 ％
（現年度
分）

99.40 ％
（うち普
通徴収
分）

平成29年度実績が
最終年度である平
成32年度の目標を
上回ったため、平
成29年度実績値を
目標値に変更し
た。

・督促状送付時に、
納付を促す分かりや
すい文書を同封す
る。
・初期未納者には督
促状送付後に電話催
告を行い、滞納者に
は納付相談を実施し
納付を促す。
・制度加入時や納付
書発送時に口座振替
依頼書を同封すると
ともに、口座振替受
付サービスを周知
し、口座振替を勧奨
する。
・5月と12月に徴収
強化月間を設け、電
話催告や戸別訪問に
よる徴収業務に取り
組む。

（市税）
現年

99.30％
滞繰

24.50％
（国保）
現年

92.00％
滞繰

23.50％

・初期未納者への早
期対応により、新た
な滞納者の発生を抑
制できた。
・収納率
現年度分99.72％
（目標率99.62％に
対し0.1ポイント
増）
普通徴収分
99.40％（目標率
99.13％に対し0.27
ポイント増）
・平成29年度の新た
な口座振替登録403
件のうち、112件が
口座振替受付サービ
スの利用となり、登
録手続の簡素化が図
られた。
・徴収強化月間の電
話催告や臨戸訪問に
より、5月は63件
180,250円、12月は
67件688,800円を徴
収することができ
た。

資料２５㌻

資料２５㌻

資料２７㌻

資料２９㌻
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

介護保険料
の収納率の
向上

・文書による毎期ご
との督促のほか、4
月と10月の各2週
間、一斉徴収期間と
して、日中及び夜間
徴収を実施した。一
斉徴収では、長寿介
護課職員2人１組の
計5組で戸別訪問を
実施し、滞納が続く
場合による給付制限
の説明も行った。な
お、分納誓約を求め
るケースはなかっ
た。
・平成29年度の滞納
による給付制限実施
対象者は3人。
・一斉徴収実績
4月：訪問98件（面
談40件、納付10件）
10月：訪問96件（面
談34件、納付6件）
・保険料の未納に伴
う給付制限につい
て、一斉徴収前に未
納者に対して送付す
る通知文書や督促状
に新たに記載し、納
付意識の向上に努め
た。

・文書による毎期ご
との督促のほか、電
話で督促を行い新規
滞納の抑制を図る。
・年2回の一斉徴収
にあわせ、夜間徴収
も実施する。また、
一斉徴収の翌月に面
談できなかった人へ
再度電話催促を実施
する。
・滞納により、介護
サービスの制限が生
じる旨、説明を十分
に行う。
・滞納者の状況に
よっては、分納誓約
書の提出を求める。

・文書による毎期ご
との督促のほか、電
話で督促を行い新規
滞納の抑制を図る。
・年2回の一斉徴収
にあわせ、夜間徴収
も実施する。また、
一斉徴収の翌月に面
談できなかった人へ
再度電話催促を実施
する。
・滞納により、介護
サービスの制限が生
じる旨、説明を十分
に行う。
・滞納者の状況に
よっては、分納誓約
書の提出を求める。
・転出者に対して
は、転出手続を行う
際に、保険料の納付
状況を確認し、未納
分の保険料の徴収に
努める。

・収納率
現年度分　99.93％
（目標率99.93％を
達成した）

給食費の収
納率の向上

長寿介護課

　安定的な介護保険事業の運営
と保険制度としての負担と給付
の公平性を確保するため、介護
保険料の滞納者に対し、督促状
の送付や電話催告により納付を
求める。また、臨戸訪問による
徴収を実施する。
　口座振替による納付を促し、
新規滞納の抑制を図る。
　滞納により、介護サービス利
用時に制限が生じる旨の説明を
行い、納付に理解を求める。

維
持

維
持

　学校と連携し、未納額を増加
させないように早期から通知や
面談を実施する。
　中学校を卒業した未納保護者
には電話催告や催告通知を発送
するとともに、個別面談の実施
を図るなど徴収に努める。

10

・在校生の未納に対
し学校と連携を密に
するとともに、特に
卒業間近の未納があ
る保護者に在籍中に
納付を促すことや、
児童手当による納付
の申出書の提出を依
頼する。
・平成29年度以前の
中学校卒業者や市外
転居者に対し未納通
知送付、電話での納
付依頼を行う。

9

学校教育課
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99.15％
（現年度
分）

90.50％
（うち普
通徴収
分）

99.10％
（現年度
分）

90.00％
（うち普
通徴収
分）

99.05％
（現年度
分）

89.50％
（うち普
通徴収
分）

99.00％
（現年度
分）

89.00％
（うち普
通徴収
分）

　現年分の未納額発生を抑える
ことで累積滞納額の拡大を抑制
するとともに過年度分の徴収に
努めて徴収額の向上を目指す。

収納率目標（現年度分）
　32年度  99.20％、91.00％
（うち普通徴収分）

※27年度 98.95％、
過去５年間の平均：99.02％、
88.69％（うち普通徴収分）
過去５年間の平均：90.27％

26年度（県内平均）
99.08％、90.26％（うち普通徴
収分）

99.93% 99.93% 99.93%　県内の平均収納率は99.67％
であり、前回の行政経営プラン
行動計画の目標を達成している
ため、27年度の収納率を維持す
ることを目標とする。

収納率目標（現年度分）
　28年度～32年度までの各年度
99.93％

※27年度 99.93％、過去５年間
の平均は99.81%

99.93% 99.93%

99.20％
（現年度
分）

91.00％
（うち普
通徴収
分）

・在校生の未納に対
し学校と連携を密に
するとともに、特に
卒業前に未納がある
保護者に在籍中に納
付を促す。
・平成28年度以前の
中学校卒業者や市外
転居者に対し未納通
知送付、電話での納
付依頼を行う。
・児童手当による納
付の申出書の提出を
依頼する。

・学校と連携し、卒
業間近の未納保護者
に納付相談を実施し
た。また、児童手当
による納付の申出書
の提出を依頼し、給
食費10件を徴収し
た。
・平成28年度以前の
中学校卒業者や市外
転居者に対し未納通
知送付、電話での納
付依頼や市内や近隣
市の未納者宅の訪問
を行った。

・収納率（特別徴収
と普通徴収の合計）
現年度分99.01%
（目標率99.05％に
対し0.04ポイント
減）
うち普通徴収分
89.16％
（目標率89.50％に
対し0.34ポイント
減）
・4月の一斉徴収期
間中に75,900円、10
月の同期間に62,600
円を徴収したのを始
め、滞納拡大を防ぐ
ように努めた。
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

99.96% 99.96% 99.96% 99.96% 99.96%

100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

13

検討 検討 検討 実施 実施

14

　市税の新たな納付方法とし
て、自宅でも納付できるクレ
ジットカード収納を導入し、納
税者の利便性の向上を図る。

検討 検討 検討

検討

実施

検討

実施

実施

・実施の時期を見
直した。

・近隣市の状況や費
用対効果などを検証
しながら、導入に向
けた予算化の検討を
行う。

・費用対効果や手数
料の負担割合などを
検討した。
・他市の導入状況に
ついて情報収集し
た。

・収納率
現年度分　99.58％
（目標率99.96％に
対し0.38ポイント
減）

・園児の在籍中に保
育料が納付されるよ
う保育園と連携を図
り、未納者に対し督
促・説明を行い収納
率の向上に努める。
市外へ転出した場合
であっても継続して
納付勧奨や戸別訪問
を行う。

・平成28年度決算に
おける関係課による
コスト計算、行政課
長ヒアリングを実施
した。

・見直し指針案、料
金改定案を確定後、
条例改正、平成31年
度予算編成への反
映、市民周知を行
う。

維
持

　園児在園中に保育料が納付さ
れるよう、子育て支援課と保育
園が連携して滞納状況の説明な
ど督促を実施する。
  滞納者の世帯状況等を把握し
支払能力に応じて、分納誓約書
の提出を求める。

子育て支援
課

クレジット
カード収納
の実施

12

放課後児童
健全育成手
数料の収納
率の向上

子育て支援
課

　子育て支援課と放課後児童ク
ラブが連携し収納率100％を維
持する。また、滞納者について
は、世帯状況等を把握しながら
支払能力に応じ分納誓約書の提
出を求める。

保育料の収
納率の向上

使用料、手
数料等の適
正化

・児童の在籍中に放
課後児童健全育成手
数料が納付されるよ
う引き続き未納者に
対し督促・説明を行
い収納率の向上に努
める。

11

・平成28年度決算の
最新数値等を反映し
たコスト計算を実施
し、その結果及び社
会情勢等を勘案した
うえで、改めて見直
し指針案、料金改定
案を策定する。

　受益者負担の適正化が図られ
る。

税務課

維
持

　クレジットカード収納は、納
税通知書があればパソコンや携
帯端末（スマートフォンを含
む。）などインターネットで手
続ができるため、場所を問わず
納付できるメリットがある。
カード利用時にはポイントがた
まり、また、手元に現金がなく
ても納付が可能であることと、
支払いをリボ払いにすれば自分
で分割納付を設定することがで
きるなど納税者の利便性が向上
する。

①
歳
入
確
保
の
強
化

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

　必要な行政サービスをその受
益に応じた適正な費用負担に
よって持続的に提供できるよう
にするため、サービス提供に係
る経費とのバランスを考慮し、
応能割と応益割の考え方によ
り、使用料、手数料等の適正化
を図る。平成31年10月からの消
費税増税の転嫁を含め、見直し
を行っていく。

行政課

　早期に未納額の発生を抑える
ことで収納率の向上を図る。

収納率目標（現年度分）
　28年度～32年度までの各年度
99.96%

※27年度　99.78%

・納付期限後に督促
状を送付し、5月と
11月に催告書を送付
した。
・各保育園長から随
時に保護者に対して
納付の勧奨に努め
た。
・5月と12月に戸別
訪問を実施し、必要
に応じて分納誓約書
の提出を求めた。
・戸別訪問実績
5月　訪問11件（納
付1件1,000円　約束
4件　後日納付2件
22,200円）
12月　訪問9件（約
束2件　後日納付1件
24,800円）

維
持

変
更

・園児の在籍中に保
育料が納付されるよ
う引き続き保育園と
連携を図り、未納者
に対し督促・説明を
行い収納率の向上に
努める。

・平成31年10月から
の消費税率改正を機
に適正な使用料・手
数料等を設定するた
めの情報を収集する
ことができた。

・他市の導入状況を
把握することができ
た。

・納付期限後に督促
状や未納通知書を送
付し、1月に催告書
を送付した。
・各児童館職員から
保護者に対して納付
の勧奨に努めた。

・実施計画に計上
し、導入に向けた予
算化の検討を行う。

・児童の在籍中に放
課後児童健全育成手
数料が納付されるよ
う引き続き未納者に
対し督促・説明を行
い収納率の向上に努
める。市外へ転出し
た場合であっても継
続して納付勧奨や臨
戸徴収を行う。

・収納率
現年度分　99.97％
（目標率100.00％に
対し0.03ポイント
減）

　早期に未納額の発生を抑える
ことで収納率の向上を図る。

収納率目標（現年度分）
　28年度～32年度までの各年度
100.0%

※27年度　100.0%
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

13,795千
円

13,795千
円

13,795千
円

36,919千
円

13,795千
円

36,919千
円

13,795千
円

36,919千
円

検討 実施 実施 実施 実施

　公共施設の空きスペースを効
率的に活用することで、新たな
財源の確保につながる。

研究 研究 実施

研究

実施

実施

実施

実施

・市長マニフェスト
の実現に向けて取り
組む確かな行政運営
プロジェクトにおい
て、公共施設のネー
ミングライツの導入
について研究する。

・お礼の品を随時追
加し、平成29年度当
初44種類だったもの
を49種類とした。ま
た、年末にかけて、
期間限定でおせち料
理をお礼の品として
追加した。
　加えて、新たな利
用サイトへの登録、
桜まつりの来場者や
転出者にパンフレッ
トを用いてPRするな
ど寄附金確保に努め
た。

・土地開発基金で保
有している土地の適
正化方針を策定す
る。

・平成30年度に確
かな行政運営プロ
ジェクトにおいて
研究を行うため、
年度目標を変更す
る。

・土地の適正化方針
の策定の必要性を再
認識することがで
き、また、土地開発
基金で保有する土地
の処分等について課
題として認識してい
ることから、継続的
に各年度の予算編成
の指針となる実施計
画に計上することに
した。

・他市の実施状況に
ついて研究した。

・他市の実施状況を
把握することができ
た。

公共施設の
活用による
財源確保

②
積
極
的
な
財
源
確
保

行政課

ふるさとい
わくら応援
寄附金の積
極的な推進

秘書企画課

　これまで実施している広告付
き電子掲示板や広告付き案内地
図の設置、自動販売機の入札の
ほか、公共施設の空きスペース
を活用した財源確保策を検討す
る。

・お礼の品を追加し
ていくとともに積極
的にＰＲし、寄附金
を確保する。

　土地開発基金保有土地は、現
に公共用に供しているもの、将
来的に利用予定があるもの、事
業用に供した残地など性質が異
なっている。性質ごとに取扱い
の方針を定めることで、処分又
は適正な管理を図ることができ
る。

（旧）幅広いお礼の品の発掘、
積極的なＰＲにより、全国に岩
倉市及び特産品をＰＲすること
ができ、地域産業の振興につな
がる。また、多くの岩倉市への
応援の気持ちと寄附金を確保す
ることができる。
目標額：
28年度～32年度までの各年度
13,795千円

（積算根拠）　27年度寄附金額
（歳入）－27年度寄附金謝礼等
支出額（歳出）

（新）幅広いお礼の品の発掘、
積極的なＰＲにより、全国に岩
倉市及び特産品をＰＲすること
ができ、地域産業の振興につな
がる。また、多くの岩倉市への
応援の気持ちと寄附金を確保す
ることができる。
目標額：
30年度～32年度までの各年度
36,919千円

（積算根拠）　29年度寄附金額
（歳入）－29年度寄附金謝礼等
支出額（歳出）

・引き続き、お礼の
品を追加していくと
ともに積極的にＰＲ
し、寄附金を確保す
る。

　ふるさといわくら応援寄附金
制度本来の趣旨を理解した上
で、地元の特産品等や岩倉市を
全国にＰＲする絶好の機会と捉
え、お礼の品を幅広く発掘する
とともに、岩倉市のふるさとい
わくら応援寄附金制度、お礼の
品を積極的にＰＲし、寄附金を
確保する。

17

15

16
土地開発基
金保有土地
の適正化

行政課

・目標額を上方修
正した。

　土地開発基金保有土地につい
て、その性質ごとに区分し、区
分ごとの取扱いの方針を定める
ことで、適正な管理を図る。

・お礼の品の追加な
どの効果もあり、目
標金額を上回る実績
を残すことができ
た。
目標金額：13,795千
円
実績：
58,981,108円（歳
入）-22,061,639円
（歳出）＝
36,919,469円

参考：H29市民税影
響額　△61,713,730
円

変
更

・土地開発基金で保
有している土地の適
正化方針を策定す
る。

・土地の適正化方針
の策定には至らな
かった。
・基金で保有してい
る鈴井町の土地（は
なのき広場）の処分
について検討した。

変
更

維
持

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

・公共施設の活用に
ついて、引き続き研
究を進める。
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

1件 1件 1件

検討

1件

検討

1件

検討

③
歳
出
の
効
率
化

　適正かつ厳格な予算執行が期
待できる。

検討 実施 実施 実施 実施

・「雇用促進奨励
金について企業立
地の促進等に関す
る条例に追加制定
する」を削除す
る。
理由としては、雇
用促進奨励金につ
いて平成28年12月
26日に条例改正で
加えたため。
・川井町・野寄町
地区での工業系土
地開発事業につい
て市・企業庁共同
による検討段階に
入ったため。

行政課

・関連事業の集中実
施や共同実施をする
など、適正かつ厳格
な予算編成とする。
施策評価等の予算反
映は、要求書等で確
認できるよう検討し
ていく。

・「企業立地の促進
等に関する条例」を
市の広報やホーム
ページ、愛知県のハ
ンドブックへの掲載
等により周知を図
る。また、開発関係
や建築の部署と連携
し情報収集に努め、
相談のあった事業者
に対して条例の周知
を図っていく。
・企業誘致について
は開発検討区域での
事業実現のため検討
しながら愛知県等の
関係機関と協議を行
う。

・予算編成について
は、債務負担行為を
活用し、年度内の舗
装等工事の平準化や
複数年にわたる契約
額の適正化に努め
た。
・2施設における空
調設備の導入につい
ては、リース調達や
入札の共同実施によ
り導入費用のほか保
守費や修繕費等の削
減ができた。
・適切な変更契約や
備品購入等を行うた
め、平成29年4月に
「予算執行に係る留
意事項」を全所属に
通知した。
・予算編成に当たっ
て施策評価等の結果
を反映するよう全所
属に通知した。
・将来的な財源不足
に備えるため、教育
環境整備基金を創設
し積み立てた。

・適正かつ厳格な予
算執行に努めること
ができた。

・市のホームペー
ジ、窓口に配置した
チラシや愛知県のハ
ンドブックへの掲載
等により条例の周知
を図ったが、制度の
活用には至らなかっ
た。
・開発相談に来た事
業者に対して条例の
説明を行い、岩倉市
で操業してもらうよ
う働きかけた。

・窓口で条例につい
て説明した事業者の
中に平成30年度に開
発する予定の事業者
があり、業種も奨励
金の交付要件も満た
しているため、予定
通り着手されれば将
来的な税収増につな
がると考える。

企業立地推
進室

新たな企業
誘致による
市税収入の
増

・改正した「企業立
地の促進等に関する
条例」を市の広報や
ホームページで周知
を図る。また、開発
相談や建築相談の部
署と連携し情報収集
に努め、相談事業者
に対して条例の周知
を図っていく。

（旧）安定した税収の確保と新
たな雇用の創出を図るため、工
場等新設奨励金又は増設奨励金
を積極的に周知するとともに、
雇用促進奨励金について「企業
立地の促進等に関する条例」に
追加制定する。

（新）安定した税収の確保と新
たな雇用の創出を図るため、工
場等新設・増設奨励金制度及び
雇用促進奨励金制度を積極的に
周知する。
　工業系土地開発事業による企
業誘致を目指している川井町・
野寄町地区において愛知県企業
庁と共同し事業の実現に向けて
検討する。

・関連事業の集中実
施や共同実施をする
など、適正かつ厳格
な予算編成とする。
施策評価等の予算反
映は、要求書等で確
認できるよう検討し
ていく。

　各課からの予算要求について
は、施策評価等の結果が反映さ
れているかを確認するととも
に、市民意向と費用対効果を検
討する。また、資産・債務・費
用等の的確な把握と管理を行う
ことで、現在だけでなく将来に
も責任ある計画的な予算を編成
する。

将来にも責
任ある計画
的な予算編
成

18

19

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

変
更

維
持

（旧）将来的に、企業の新設又
は増設や雇用促進による税収増
が見込める。
目標件数：28年度～32年度まで
の各年度 １件

（新）将来的に企業の進出によ
る税収増につながる。

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

②
積
極
的
な
財
源
確
保

資料３５㌻

資料３７㌻
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

③
歳
出
の
効
率
化

実施 実施 実施

2,648千
円

実施

2,648千
円

実施

2,648千
円

・取組内容の効果
見込として再生紙
使用実績額を目標
として加えた。

　予算編成時に削減を行うこと
により新たな事業費を生み出す
ことができる。

実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

検討 １億円
削減

１億円
削減

１億円
削減

１億円
削減

　所属別の要求数と費用をとり
まとめて通知するなど、会計課
から職員がコスト意識を高める
よう情報発信を行い、支給物品
等の消耗品購入費の削減を図
る。

・職員のコスト意識
喚起を継続する。支
給物品の所属別要求
数の集計結果等を周
知する。

・平成30年度の予算
編成において、市債
発行額が、元金償還
額を上回らないよう
にする。

・予算、決算状況等
の公表について、よ
り分かりやすくを念
頭に置き、工夫す
る。

・平成29年度再生紙
使用実績額は
2,786,715円で、前
年度と比較して
28,453円減少した。

・支給物品の要求数
が多いときは、担当
課の職員に必要性を
確認した。
・担当課で再生紙の
在庫を過剰に持たな
いようにするため、
一定量の入荷後は保
管場所に在庫がなく
ても補充をせず、次
の入荷までに必要な
場合のみ連絡しても
らうように周知し
た。

・職員のコスト意識
喚起を継続する。
・再生紙の削減に関
することや、支給物
品の所属別要求数の
集計結果等を「会計
だより」などで職員
に周知する。

・平成29年度予算編
成方針等に係る削減
事務事業の見直し：
230万3千円
経常経費の削減：
3,516万7千円

・予算、決算状況等
の公表について、よ
り分かりやすくを念
頭に置き、工夫す
る。
・国の統一的な基準
による財務書類の見
方や解説集を作成す
る。

・平成30年度の予算
編成において、市債
発行額（10億340万
円）が、元金償還額
（10億9,231万4千
円）を上回らないよ
うにした。

・平成30年度の予算
編成において、市債
残高を8,891万4千円
削減できた。

・平成31年度の予算
編成において、市債
発行額が元金償還額
を上回らないように
する。

・財政状況の公表
は、予算・決算報
告、総合計画に沿っ
た事業報告、健全化
判断比率の報告等に
ついて、見やすく、
分かりやすい掲載に
努めた。
・新たに国の統一的
な基準による財務書
類4表を作成しホー
ムページで公表し
た。

・財政状況の公表に
より、市民等にその
状況を正しく、広く
周知することができ
た。

　市債（一般会計）残高の削
減：４億円

　毎年度の市債発行額が、元金
償還額を上回らないようにする
ことで市債残高が削減し、将来
の世代への負担が軽減されると
ともに財政健全化へ寄与するこ
とができる。

　広報紙、ホームページに掲載
している予算の概要、決算状
況、財務書類４表、財政健全化
判断比率等を図、表、用語解説
等を付記し、より分かりやすい
ものとしていく。

維
持

経常経費の
削減

―

行政課

　予算編成時に、経常経費（旅
費、需用費、役務費等）、市単
独事業委託料、その他事務事業
の見直しを行うことにより経費
の削減に努める。

会計課

広報・ホー
ムページ等
の活用によ
る財政情報
の提供

20

行政課

支給物品等
の消耗品購
入費の削減

（旧）支給物品等の消耗品は、
全職員が使用するものであるた
め、全体の中で各所属が使用し
ている件数と費用を庁内に周知
して全職員のコスト意識を高め
ることにより、消耗品購入費が
削減できる。
　特に内部会議資料のコピー
で、再利用（裏面利用）を行う
ことは、資源保護にもつなが
る。

（新）支給物品等の消耗品は、
全職員が使用するものであるた
め、全体の中で各所属が使用し
ている件数と費用を庁内に周知
して全職員のコスト意識を高め
ることにより、消耗品購入費が
削減できる。
　特に内部会議資料のコピー
で、再利用（裏面利用）を行う
ことは、資源保護にもつなが
る。
　目標：再生紙使用実績額
　積算根拠：平成29年度実績の
5％減

維
持

23

　市債残高を削減していくため
に、毎年度の市債発行額が元金
償還額を上回らないような財政
運営をしていく。なお、市債
（一般会計）残高の削減目標値
を５年前(平成23年度）の水準
に戻すために４億円とする。

④
財
政
情
報
の
公
表
と
財
政
健
全
化
へ
の
取
組

市債残高の
削減

22

21
維
持

　財政状況の公表により、市民
等にその状況を正しく、広く認
識してもらうことで、市民の信
頼を深められ、市政への直接関
与とともに、施策の可否や改善
提案といった市政への間接参画
の促進効果が期待できる。

変
更

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

資料４１㌻

資料４３㌻
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

98.81%
（水道料
金）

98.38%
(下水道
使用料）

98.85%
（水道料
金）

98.42%
(下水道
使用料）

98.89%
（水道料
金）

98.46%
(下水道
使用料）

98.93%
（水道料
金）

98.50%
(下水道
使用料）

98.97%
（水道料
金）

98.54%
(下水道
使用料）

基本計画 資産調査
等

例規整
備・会計
システム
導入等

実施 実施 ・平成28年度末まで
の固定資産調査・評
価業務を行った。
・会計システム構築
のために、勘定科目
の検討システムのデ
モンストレーション
を行った。
・条例改正の検討な
どを行った。

・平成31年4月1日か
ら公営企業会計に移
行できるように、公
営企業会計用の予算
作成、会計システム
の構築及び関連部署
との調整等を行う。

・固定資産調査・評
価業務が終わったた
め、減価償却費が算
定され、公営企業会
計用の予算作成資料
が整った。

・委託業者とは定期
的な打合せの中で、
収納率の向上に向け
た効果的な取組の検
討を行った。その結
果、収納率は次のと
おりとなった。
【水道料金】
現年度分98.69％
（目標率98.85％に
対し、0.16ポイント
減）
【下水道使用料】
現年度98.47％（目
標率98.42％に対
し、0.05ポイント
増）

・収納率向上のため
委託業者との打合せ
を行い、夜間・休日
訪問による徴収や閉
栓時の現地精算を実
施する等、未収金が
出ないよう効果的な
対策に取り組む。

・収納率向上のため
委託業者との打合せ
を月2回実施して、
業者への指導監督を
行った。
・収納率向上の取組
としては、未納者へ
の電話催告及び夜
間・休日訪問徴収の
実施をするとともに
1期分からの未納者
に対し、早期に対応
する取組を行った。
また、近隣市外転出
者の対応として、市
外徴収を実施し、対
応強化に努めた。

維
持

　水道料金及び下水道使用料の
徴収業務は、平成20年度から民
間委託により効率化・合理化・
運営体制の強化などで経営改善
を図ってきた。また、生活スタ
イルの変化により料金支払方法
が多様化する等の利用者ニーズ
への対応と、きめ細かなサービ
スの充実で収納率を向上させて
財政基盤の強化を進める。

上下水道課

　下水道事業に地方公営企業法
を適用させ、公営企業会計に移
行することで経営状況を明らか
にし、一層の健全化を図る。

上下水道課

維
持

上水道事業
の健全経営

24

⑤
上
水
道
及
び
下
水
道
事
業
の
健
全
経
営

25
下水道事業
の健全経営

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

　コンビニ収納や閉栓時の現地
精算等の収納サービス向上に取
り組むことで収納率の向上を図
る。

収納率目標（現年度分）
　32年度 98.97%（水道料金）
98.54%(下水道使用料）
　前年度対比で0.04ポイントの
上昇を目標とする。

※27年度　98.77％（水道料
金）、98.34％（下水道使用
料）

　官庁会計では、引当金や減損
損失、減価償却の概念がなく使
用料原価が適切に積算されない
ため、公営企業会計に移行する
ことで、適正な使用料算定の根
拠とすることができる。

・法適化の準備作業
のうち、固定資産調
査・評価業務に取り
掛かるとともに、会
計システムの検討な
どを行う。

・収納率向上のため
委託業者との打合せ
を行い、夜間・休日
訪問による徴収や閉
栓時の現地精算を実
施する等、未収金が
出ないよう効果的な
対策に取り組む。

資料２５㌻
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

実施 実施 実施 実施 実施 ・県が制定した
「手話言語の普及
及び障害の特性に
応じたコミュニ
ケーション手段の
利用の促進に関す
る条例」（平成28
年10月18日施行）
を踏まえ、聴覚障
害者だけを対象と
した取組ではなく
幅広く行う。

検討 検討 36% 38% 40% ・レディースセット
検診を1日導入した
ところ、申込初日に
定員70人に達し、定
員以上に希望者が
あった。
・3つの検診をセッ
トで実施することに
より委託料が298円
安価になった。
・アンケートを実施
した結果、複数の検
診を同日に受診する
ことを希望する声が
多かったため、平成
30年度に向けてレ
ディースセット検診
の種類や定員を増や
せるよう、委託業者
と調整した。

・平成29年度子宮頸
がん検診の受診率は
29.5％で、平成28年
度より2.9％向上し
た。
・委託料が安価に
なった結果、自己負
担額を50円安価にで
きた。
・平成30年度に向け
てレディースセット
検診の定員を190人
増員し、６日間設定
できた。その内、同
日に胃がん検診、大
腸がん検診、ヤング
健診を受診できる日
を２日間設定でき
た。
・レディースセット
検診の乳がん検診
は、マンモ検診かエ
コー検診を選択でき
るよう２種類設定で
きた。

・レディースセット
検診の定員を拡大す
ることにより、受診
率の向上につなげ
る。
・ほっと情報メール
等を活用し周知に努
める。

・3市2町共同で開催
の手話奉仕員養成講
座が大口町であり、
岩倉市からは4人の
受講があった（3人
修了）。
・社会福祉協議会主
催の要約筆記（3人
修了）、音訳（7人
修了）、点字（2人
修了）ボランティア
養成講座についての
開催を市広報、窓口
で周知を行った。
・手話奉仕員養成講
座や要約筆記入門講
座受講者に対して、
講座内で職員が災害
時の情報保障支援者
としての協力をお願
いした。
・視覚障害のある人
の社会参加の促進を
図るため「視覚障害
者のつどい」を開催
した。
（参加者38人）
・窓口対応職員を対
象に手話講座を実践
した。

・市内に手話、要約
筆記の講座受講修了
者が増えていくこと
により、聴覚障害者
の社会参加がしやす
い環境を整えた。
・手話奉仕員養成講
座や要約筆記入門講
座、音訳ボランティ
ア養成講座や点字ボ
ランティア養成講座
を開催し、受講終了
後ボランティア団体
に加入し支援者とし
て活動を行ってい
る。（実績10人）
・「視覚障害者のつ
どい」をきっかけに
音訳、点字ボラン
ティアのコミュニ
ケーション支援のも
と視覚障害者の情報
交換の場として「ラ
イトサロン」が設置
され、視覚障害者の
情報交流が図られ
た。

健康課

コミュニ
ケーション
支援の充実

福祉課

維
持

・「けん診ガイド」
等でレディースセッ
ト検診（子宮頸がん
検診、乳がんマンモ
検診、骨粗しょう症
検診）を周知し、若
い女性の受診率の向
上を図る。
・レディースセット
検診の受診状況を分
析し、実施内容を検
討する。

（旧）手話通訳・要約筆記の派
遣など、障害の特性に応じたコ
ミュニケーション支援の充実を
図るため、手話奉仕員養成講座
を開催し、担い手となる手話奉
仕員の養成を行うとともに、社
会福祉協議会が実施する要約筆
記入門講座への協力を行う。
　手話奉仕員になるために必要
とする養成期間の短縮や手話講
座内容の充実等を図るため、平
成29年度から２市２町（犬山
市、江南市、大口町、扶桑町）
が共同で開催している手話奉仕
員養成講座に加入する。

（新）手話通訳・要約筆記の派
遣など、障害の特性に応じたコ
ミュニケーション支援の充実を
図るため、手話奉仕員養成講座
を開催し、担い手となる手話奉
仕員の養成を行うとともに、社
会福祉協議会が実施する要約筆
記入門講座への協力を行う。
　手話奉仕員から手話通訳者に
なるために３市２町（岩倉市、
犬山市、江南市、大口町、扶桑
町）が共同で開催している手話
奉仕員養成講座の充実を図って
いく。
　視覚障害のある人の社会参加
の促進を図っていく。

　一度に複数の検診を受診でき
るようにすることで、市民の利
便性向上につながる。

目標　子宮頸がん検診受診率
32年度 40%（27年度実績
26.1%）
※女性特有のがんの中で、最も
受診率の低い子宮頸がん検診を
セット検診とすることで受診率
の向上を目指すもの。

27

26

①
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

がん検診等
のセット受
診の導入

（旧）手話奉仕員、要約筆記従
事者が市内に増えることで、聴
覚・言語障害のある人の積極的
な社会参加の促進や、災害時に
おける支援につながる。
　２市２町共同の講座に加入す
ることで、短期間での市内手話
奉仕員の増員が見込まれること
や、手話通訳者を目指す人に対
し、スキルアップ講座を受講で
きる環境が整うため、手話通訳
者の増員につながる。また、手
話奉仕員養成講座の委託費用の
削減を図ることができる。

（新）手話奉仕員、要約筆記従
事者が市内に増えることで、聴
覚・言語障害のある人の積極的
な社会参加の促進や、災害時に
おける支援につながる。
　短期間での市内手話奉仕員の
増員が見込まれることや、手話
通訳者を目指す人に対し、スキ
ルアップ講座を受講できる環境
が整えることで、手話通訳者の
増員につながる。

変
更

　一人でも多くの人ががん検診
等を受診できるよう、各種検診
の実施日を調整し、複数検診の
同日実施を追加する。

・手話奉仕員養成講
座を2市2町共同の開
催に加入し、短期間
での市内手話奉仕員
の増員や、手話通訳
者を目指す人に対し
てスキルアップ講座
を受講できる環境を
整える。
・市の行事に手話通
訳や要約筆記を設置
し聴覚・言語障害の
ある人の積極的な社
会参加の促進につな
げる。
・視覚障害のある人
の社会参加の促進を
図るつどいを行う。

・3市2町共同で開催
の手話奉仕員養成講
座が、幅広い年代の
人達の手話奉仕員育
成のために、講座を
夜間に行う。また、
手話通訳者を目指す
人に対してスキル
アップ講座を開催す
る。
・市の行事に要約筆
記者を配置し、中途
難聴障害者や高齢者
の社会参加促進につ
なげる。
・様々なところに手
話ができる人を増や
し、手話が必要な人
にも生活しやすいよ
うにするため、コ
ミュニケーション支
援の充実に向けて、
庁舎内や福祉活動に
携わる人への手話講
座の開催を行う。
・「ライトサロン」
参加者を増やすため
に、チラシを福祉課
窓口以外の所にも設
置するなど視覚障害
者の支援を行う。

資料４５㌻

資料４７㌻
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平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

検討 検討・実
施

実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

検討 検討 実施 実施 実施

・PPP/PFI手法優先
的検討ガイドライン
を策定し、併せて民
間委託等検討ガイド
ラインの見直しを行
う。

・モニタリングにつ
いての市の統一的な
仕組みと基準を策定
する。

・民間委託等推進ガ
イドラインの策定に
合わせて、指定管理
者のモニタリングを
行うための「指定管
理者モニタリングマ
ニュアル」を定め
た。

　モニタリングの仕組みと基準
等の整理を行うことにより、適
切な民間活力の導入のあり方を
判断することができ、市民サー
ビスの拡大と効率的な施設管理
が促進される。

・PPP/PFI手法優先
的導入検討ガイドラ
インの策定及び民間
委託等検討ガイドラ
インの見直しを行っ
た。

・ガイドラインの策
定により、民間委託
等の推進についての
方針を明確にするこ
とができた。

・取組内容を達成
したため整理し
た。
　今後は、平成29
年度の民間委託等
推進ガイドライン
に合わせて設置し
た民間活力活用推
進委員会により検
討を進めるため、
具体的な案件があ
る場合は、適切な
時期にそれぞれの
担当課が行動計画
（項目）に追加す
るものとする。

・民間委託等推進
ガイドラインにお
いて民間委託等の
種類ごとにモニタ
リングの基準を定
めることとしてお
り、その１つとし
て「指定管理者の
モニタリングマ
ニュアル」を定め
て統一的に運用す
る仕組みと基準を
定めることができ
たため、「整理」
とする。

・市民プラザの受
付等業務及び市民
活動支援センター
運営業務につい
て、民間活力の導
入は完了した。
・引き続き民間活
力を活用した運営
業務の充実に取り
組んでいくため、
取組内容及び効果
見込みの記載を変
更した。

・指定管理者のモニ
タリングを統一的に
行うための基準がで
きた。

・市民活動支援セン
ターの利用者アン
ケート等の結果を踏
まえながら、市民等
のニーズを満たせる
ような事業の企画運
営に努める。
・前年度のモニタリ
ングを実施する。
・行政区の支援とし
てホームページの開
設等の支援を行う。

・年度当初に庶務や
事業内容等について
詳細な打合せを行
い、事業計画を作成
した。
・計画に沿って、
「つつじ交流会」や
「年忘れ懇親会」な
ど市民活動団体の交
流を深め、その活動
を周知するイベント
を実施した。
・市民活動支援セン
ターの自主事業の講
座を3講座全11回実
施した。イベントや
各講座終了後には参
加者にアンケートを
実施し、より良い市
民サービスの提供を
行う資料とすること
ができた。
・平成28年度に実施
したモニタリング結
果を踏まえ施設の運
営業務の改善策を検
討した。

民間委託等
の導入に伴
うモニタリ
ングの仕組
と基準等の
整理

（旧）民間活力を導入すること
で、民間の優れた創造力、技術
力、知識、経験を生かした市民
プラザの受付等業務及び市民活
動支援センターの運営により、
市民との協働を中間支援組織と
して推進することができる。

（新）民間活力を活用すること
により、民間の優れた創造力、
技術力、知識、経験を生かした
市民プラザの受付等業務及び市
民活動支援センターの運営によ
り、市民との協働を中間支援組
織として推進することができ
る。

民間活力の
活用を検討
する仕組の
構築

行政課

28

29

・委託業者と契約を
行う際、今年度の事
業計画等打合わせを
綿密に行う。
・委託業者と連携
し、市民活動の支援
を引き続き行う。
・現状の課題解決に
向けて方策等を検討
する。

協働推進課

秘書企画課

30

市民プラザ
及び市民活
動支援セン
ターにおけ
る民間活力
の活用

質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

　公共施設の整備等（運営、維
持管理含む。）の方針を検討す
るに当たって自ら公共施設等の
整備等を行う従来型の手法に優
先してPPP/PFI手法の導入が適
切かどうかを検討する仕組を導
入するとともに、既存の民間委
託等検討ガイドラインの見直し
を行う。

②
民
間
活
力
の
積
極
的
活
用 整

理

変
更

（旧）市民プラザの受付等業務
及び市民活動支援センター運営
業務について、民間活力を導入
する。その業務について毎年モ
ニタリングを実施し、結果を運
営業務に反映させ、より質の高
い市民サービスを行う。

（新）市民プラザの受付等業務
及び市民活動支援センター運営
業務について、民間活力を引き
続き活用する。また、その業務
について毎年モニタリングを実
施し、結果を運営業務に反映さ
せ、より質の高い市民サービス
を行う。

　民間委託等を行った後の評価
を行うモニタリングについての
市の統一的な仕組みと基準等に
ついて民間活力等活用検討委員
会において整理を行い、必要な
条例等の制定や改正を行う。

　PPP/PFI手法の優先的検討規
程の策定により、岩倉市におけ
る民間活力の活用についての方
針を明確にするとともに、
PPP/PFI手法の優先的検討規程
において簡易な検討の計算表を
示すことで、庁内における導入
の可能性の調査の実施に繋げる
ことが可能となる。

整
理

・市民活動支援セン
ターの自主事業（講
座）を実施したこと
により、市民活動団
体等に多様な分野の
知識を習得できる機
会や市民活動を始め
るきっかけ作りの場
を提供することがで
きた。
・モニタリング結果
を踏まえた業務改善
による受付業務ス
タッフの増員や業務
報告書類等の様式の
見直しにより、利用
者が快適に利用でき
るよう施設の管理業
務サービスの充実を
図ることができた。

資料４９㌻

資料５５㌻

資料６７㌻

13 / 20 ページ



28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

　大規模災害時の対応を民間企
業等の力を借り円滑に行うこと
ができる。

実施 実施 実施 実施 実施

58.50% 60.00% 61.50% 63.00% 65.00%

（業務委
託）

準備・実
施

実施 実施 実施 実施

（ｱﾚﾙｷﾞｰ
対応）
準備

準備・実
施

実施 実施 実施

（ｽﾍﾟｼｬﾙ
給食）
準備

準備・実
施

実施 実施 実施

・給食調理及び配
送業務は平成28年
8月から民間委託
を、乳と卵の除去
食の提供は平成29
年9月から、シェ
フのスペシャルメ
ニューの提供は平
成29年度からそれ
ぞれ実施すること
ができた。これに
より取り組むべき
業務を達成するこ
とができたが、更
に民間活力の拡大
を図るため、新た
な取組を設けるも
の。

・災害時に必要な資
機材を、迅速かつ円
滑に提供していただ
くことで、応急対策
及び復旧業務の対応
力向上を図ることが
できるようになっ
た。
・災害時の行政手続
に不安を抱える被災
市民への相談や書類
作成の体制を整備す
ることができた。
・災害時に、いわく
ら福祉会が所有する
みのりの里を福祉避
難所として開設する
ことで、通常の避難
所では生活が困難な
知的障がい者等に対
応することができる
ようになった。

・南部中学校の2年
生にも普通救命講習
会を実施できるよう
働きかける。
・応急手当講習会や
上級及び普通救命講
習会への受講者拡大
を図る。
・公共施設に設置し
ているAEDのリース
更新にあわせて小・
中学校を中心に屋外
設置の拡大を検討す
る。

・平成29年9月の乳
と卵の除去食提供に
向け、事故がないよ
う受渡し方法等につ
いて学校との調整を
進める。
・シェフや委託業者
と連携をはかり、ス
ペシャルメニューの
給食を提供する。

　心肺停止者や重篤な傷病者が
発生した場合、近くにいるバイ
スタンダーが重要な役目を果た
します。バイスタンダーとなり
うる市民の救命処置を向上させ
ることで、一人でも多くの傷病
者に対しての社会復帰が可能と
なる。

目標：心肺停止者に対するバイ
スタンダーのCPR実施率（各年
１～12月）
　32年 65.00%
※27年心肺停止者に対するバイ
スタンダーのCPR実施率58.3%
（36件中21件）
※バイスタンダー：偶然その場
に居合わせた人
CPR：心肺蘇生法

・平成29年度は南部
中学校で普通救命講
習会を実施できな
かったが応急手当等
講習会で応急手当の
重要性を伝えること
ができた。平成30年
度の教育カリキュラ
ムへの取入れを依頼
した。
・上級・普通救命講
習会受講者を広報に
加え、新たにホーム
ページで募集した。
・公共施設のAEDの
屋外設置に向けた方
針を決定した。
・応急手当講習会で
AEDの設置場所を周
知した。
・バイスタンダーに
よるCPRが適応症例
46件中24件行われ
た。（52.20%）

・中学校2年生にAED
の校内設置場所や使
用方法を認識しても
らえた。
・講習会は1,750人
の受講があったが昨
年比42人の減少で
あった。しかしAED
の使用方法を含む講
習会の受講者は59人
増加した。
・平成30年度に一部
の公共施設でAED屋
外設置の準備が整っ
た。

・市内の中学校2年
生に対し普通救命講
習会を開催する。
・応急手当等講習会
の開催についてホー
ムページを積極的に
活用していく。併せ
て広報の掲載を定期
的に行う。また、講
習会の募集案内パン
フレットを作成し、
消防の各行事で配布
していく。
・全小中学校7か所
と清掃事務所でAED
を屋外設置する。

・乳と卵のアレル
ギーで給食を食べる
ことができなかった
児童生徒に対し、除
去食を提供すること
により、安心して給
食を食べてもらうこ
とができた。
・スペシャルメ
ニューの提供によ
り、児童生徒に普段
とは違う給食を楽し
んでもらえた。

・安全に除去食を提
供するため、学校と
連携を図り、各学校
で受渡し方法の検討
やテスト配送を行
い、平成29年9月か
ら乳と卵の除去食の
提供を開始した。
・市制記念日の12月
1日と学校給食週間
中の1月30日に、食
材や味付けに工夫を
凝らしたシェフのス
ペシャルメニューの
提供を行った。

・被災自治体におけ
る災害対応の問題点
や課題、他自治体の
協定締結状況や協定
内容等について情報
収集を行い締結に向
けた検討をする。
・災害時に、円滑な
物資の輸送・搬入を
可能とするため、支
援物資の輸送手段や
保管場所の整備に向
けて、関連企業と協
定の締結に向けた協
議を開始し、協定に
ついては年度内の締
結を目指す。

・他自治体での協定
締結状況や協定内容
について情報収集を
行い、「災害時にお
けるレンタル資機材
の提供に関する協
定」及び「災害時に
おける被災者支援の
ための行政書士業務
に関する協定」を締
結した。
・いわくら福祉会と
「災害時要支援者の
避難施設として民間
社会福祉施設等を使
用することに関する
協定」を締結した。
・既に、yahooサイ
トやGoogleサイトに
避難場所マップとし
て掲載している。

　アレルギーで給食を食べるこ
とができなかった児童生徒に乳
と卵の除去食を提供することが
できる。また、スペシャルメ
ニューでは児童生徒に給食を楽
しんでもらえる。
　民間のノウハウを活用し、給
食を提供することができる。

民間企業等
との災害時
応援協定の
締結

給食調理業
務及び配送
業務におけ
る民間活力
の活用

消防署

危機管理課

　幅広い年齢層に、応急手当講
習会や普通救命講習会への受講
を促し、受講者を増加させると
ともに、市内のAEDを充実させ
救急救命率の向上を図る。

32

33

質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

②
民
間
活
力
の
積
極
的
活
用

救命知識・
技術の普及
啓発による
救急救命率
の向上

31

　岩倉市の防災対策として、民
間企業等に協力依頼することが
適当と思われる分野（医薬品の
供給、仮設住宅、支援物資関
係、福祉避難所）の項目につい
て、災害時の協定を締結する。

維
持

維
持

　平成28年８月から新しい学校
給食センターの開所に合わせ給
食調理及び配送等業務を民間に
委託した。従来の学校給食セン
ターでできなかったアレルギー
対応やシェフのスペシャルメ
ニューの提供を行う。

整
理

学校教育課

・他自治体での協定
締結状況の情報収集
と協定の内容の検討
を行う。
・社会福祉法人いわ
くら福祉会と大規模
災害時に福祉避難所
として施設を使用す
る協定の締結に向け
た協議を開始する。
協定については年度
内の締結を目指す。

資料７７㌻

資料８１㌻

資料８３㌻
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平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

②
民
間
活
力
の
積
極
的
活
用

実施 実施 実施 実施 実施 【生涯学習セン
ター】
・指定管理者の企
画・運営のもと生涯
学習センターでは、
平成29年度に開催し
た講座の総数は102
講座であり、平成28
年度と比較して3講
座増加した。
・利用者会議が3回
開催され、その内容
を生涯学習センター
利用者に配布して情
報提供に努めた。
・平成29年度に初め
て「岩倉市生涯学習
センターフェスティ
バル2017」を開催
し、1,110人の来場
者があった。

【総合体育文化セン
ター】
・平成29年度から指
定管理者を変更し
た。指定管理者が年
度当初に掲げた事業
計画に基づき、市と
連携しながら事業を
進めることができ
た。
・市内のスポーツ及
び文化団体等と協力
しながら、指定管理
者による様々な事業
を展開した。
・平成29年４月と平
成30年３月の年２
回、利用者アンケー
トを実施し、利用者
からのニーズやご意
見等を確認した。

生涯学習課

34

　より多くの利用者に親しま
れ、また、新たな利用者を取り
込むことができるような施設の
管理及び運営が可能になる。

生涯学習セ
ンター及び
総合体育文
化センター
の民間活力
における施
設利用の充
実

　民間活力の導入により、その
効果を十分に発揮できるような
環境の整備や指定管理者との連
携及び調整を行う。

【生涯学習セン
ター】
・開催する講座数を
増やし、多様なジャ
ンルの講座を受講す
る機会を提供した。
・利用者会議によ
り、利用者間の問題
意識の共有や、利用
者意見を聴取するこ
とで、施設の管理運
営に反映することが
できた。
・初めて開催した
「岩倉市生涯学習セ
ンターフェスティバ
ル2017」では多くの
来場者があり、日頃
センターで活動して
いる団体の活動内容
を広く周知するとと
もに、生涯学習の啓
発に努めることがで
きた。

【総合体育文化セン
ター】
・市内の各スポーツ
及び文化団体等と協
働で、様々な教室や
イベント等を開催す
ることで、地域の繋
がりと交流を育むこ
とができた。
・子どもから高齢者
まで、スポーツ振興
と体力及び健康の増
進、文化芸術の振興
の機会を提供するこ
とができた。
・トレーニング室を
活用した保健セン
ターとの協働事業で
は、参加者の運動と
健康に対する意識の
向上を図ることがで
きた。

維
持

【生涯学習セン
ター】
・多種多様な講座を
開催して講座の充実
に努める。
・今後も利用者会議
を適宜開催し、生涯
学習センター運営が
円滑にできるよう利
用者の意見を反映さ
せた施設運営を行っ
ていく。
・「岩倉市生涯学習
センターフェスティ
バル」を開催し、生
涯学習活動等の周知
及び啓発に努める。

【総合体育文化セン
ター】
・指定管理者と市が
連携し、協議しなが
らスポーツ及び文化
団体等と協働で行う
教室、イベント等を
開催していく。
・平成29年度に実施
した利用者アンケー
トの結果等により、
利用者のニーズ、要
望等に沿った事業を
企画・運営してい
く。
・利用者や利用団体
から、気軽にご意見
やご要望をいただく
場として新たに懇話
会を設置し、よりよ
い施設管理や運営、
更なるサービスの向
上に努めていく。

【生涯学習セン
ター】
・多種多様な講座を
開催して講座の充実
に努める。また今後
も利用者会議を適宜
開催し、生涯学習セ
ンター運営が円滑に
できるよう利用者の
意見を反映させた施
設運営を行ってい
く。

【総合体育文化セン
ター】
・新たな指定管理者
によるスポーツ教室
の充実や各種イベン
トの充実等が掲げら
れた事業計画を基
に、指定管理者と市
が連携し、協議しな
がら業務を行ってい
く。今までよりもさ
らに、誰もが気軽に
参加できるイベント
の創出、利用しやす
い施設の充実を図っ
ていく。

資料８７㌻
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平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

検討 実施 実施 実施 実施

36
施策評価に
おける外部
評価の導入

秘書企画課

　総合計画の進行管理として、
各施策の着実な推進を図るた
め、平成23年度から実施してい
る施策評価について、外部評価
の仕組の導入を検討する。

　市民にとって、わかりやすい
評価の仕組が構築され、客観的
評価により、適切に施策が推進
される。

検討 検討 試行実施 試行実施 試行実施

計画策定 計画策定 実施

計画策定

実施

実施

実施

実施

・公立施設再配置
計画の策定にあた
り、学校施設長寿
命化計画及び公立
保育園適正配置方
針との整合性を図
ることが必要と
なったことから、
策定時期を平成29
年度から平成30年
度に延長した。

・教育こども未来部
の子育て支援課の定
期監査に合わせて同
課が所管するみどり
の家の指定管理者監
査を実施した。
・事前監査、本監査
における監査調書、
チェックリストの有
効性を検証した。

・みどりの家の指定
管理業務に係る問題
点等の改善に寄与し
た。
・作成していた
チェックリストによ
り効率的に事前監
査、本監査を実施す
ることができた。ま
た、チェックリスト
の項目や内容の過不
足の洗い出しができ
た。

・平成28年度に引き
続き公共施設再配置
計画検討委員会を7
回開催し、モデル事
業案の策定に先立っ
て施設ごとの再配置
方針や学校施設長寿
命化計画について検
討・協議を行った。
・岩倉総合高校の生
徒を対象に、課題の
ある施設（希望の
家、第二児童館）に
ついて、施設のイ
メージや将来の施設
のあり方について
ワークショップを開
催した。
・公立保育園適正配
置方針については、
公立保育園適正配置
方針に係る懇話会に
おいて別途検討し
た。

・行政評価有識者会
議を設置し、外部評
価（試行）を実施す
る。

・教育こども未来部
が所管する１施設で
指定管理者監査を実
施する。
・定期監査との同時
実施については被監
査部局の事務負担が
大きく、また、事前
審査にかける時間配
分に余裕がなかった
ことから、対象施
設、監査時期につい
て監査計画の見直し
をする。
・事前審査、本監査
に使用するチェック
リストの項目や内容
について、29年度監
査の実績を踏まえて
精査する。
・平成30年3月に
「指定管理者モニタ
リングマニュアル」
が策定されたため、
それを参考にしなが
らモニタリングの実
施状況について確認
する。

・内部評価を継続し
て実施した。
・外部評価の試行実
施に向けて検討を行
い、平成30年度に行
政評価有識者会議を
設置することとし
た。
・既存の評価シート
を用いて一部の施策
の評価を行うととも
に、本格実施に向け
て評価のあり方を検
討することとした。

・公共施設再配置計
画の策定にあたって
は、施設ごとの再配
置の基本的な方針案
を策定することがで
きた。
・ワークショップを
実施したことで、若
い世代の公共施設に
対するイメージや将
来の施設のあり方に
ついて、把握するこ
とができた。

・計画策定の最終年
度ということで、施
設ごとの再配置の基
本的な方針に基づ
き、市民説明会や関
係団体ヒアリングな
どを実施しながら、
再配置計画のモデル
事業案を策定する。

指定管理者
監査の実施

・公共施設再配置計
画の策定に向け、市
民説明会や関係団体
へのヒアリング等を
実施しながら広く市
民の意見を聞き、実
効性のある統合や複
合化といった再編と
なるモデル事業案を
策定する。

④
公
共
施
設
等
の
計
画
的
な
改
修
と
有
効
活
用

公共施設の
最適な配置

維
持

35

②
民
間
活
力
の
積
極
的
活
用

37

　指定管理者が持つノウハウに
より多様化する市民のニーズに
応えることができているか、市
民サービスの向上、管理コスト
の節減が図られているかなどの
検証をすることにより、指定管
理者制度の適正な運用に資する
ことができる。
　また、監査は指定管理者に対
する牽制的な効果もあり、事務
の効率性・適正性の客観的な判
断や不正防止を図る上で有効な
手段である。

　公共施設の来るべき老朽化や
人口構造、社会的ニーズの変化
に対応するため、公共施設の長
寿命化を図るとともに、施設の
統廃合も含めた今後のあり方を
検討し、最適な配置の実現に向
けた事業を推進していく。

　指定管理者制度が法律、条例
等に基づき適正かつ公平に運用
されているか、また、施設管理
に関する協定書の内容、事業報
告に対する履行確認及び導入の
効果の測定が適正に行われてい
るか等を着眼点とし、年間1団
体1施設を対象として計画的に
監査を実施する。

都市整備課

・平成30年度からの
試行実施に向け、評
価組織、内容、PDCA
サイクルの考え方な
どを踏まえ、試行の
実施方法について決
定する。

　公共施設を維持管理、運営し
ていく上で、今後、公共施設と
しての機能を最大限に発揮させ
ることにより、修繕・更新等に
係る財政負担の軽減、平準化を
図ることができる。

③
事
務
事
業
の
見
直
し
と
再
編

監査委員事
務局

変
更

・年度目標のとお
り、試行実施をする
ための組織の設置等
を行うことで、外部
評価の実施に向け準
備をすることができ
た。

・教育こども未来部
の定期監査に合わせ
て所管する１施設の
指定管理者監査を実
施する。
・初めての監査なの
で、監査調書や
チェックリストの有
効性についても検証
する。

維
持

資料９３㌻
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平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

検討 実施 実施 実施 実施

27.0％ 36.2％ 41.0％ 47.0％ 50.5％

　施設の安全性の確保ととも
に、計画的な維持管理により、
近い将来に見込まれる校舎や屋
内運動場の再整備に向け、コス
トの縮減・平準化や施設の長寿
命化を図ることができる。

検討 検討 実施 実施 実施 ・公共施設等総合管
理計画等との整合性
を勘案しながら、学
校施設の維持管理に
係るトータルコスト
の縮減や予算の平準
化を図るため、メン
テナンスサイクル
（定期的な点検、診
断、計画策定、対策
の実施）を構築し、
必要な経費について
予算計上する。

・計画策定により、
学校施設の実態を把
握し、今後の施設改
修等における整備水
準の基本的な考え方
や改修等の優先順位
付けについて整理す
ることができた。
・修繕調査を行うこ
とにより、複数同時
に発注する等、効率
的な発注ができた。

・平成30年3月に
策定した学校施設
長寿命化計画にお
いて、今後の維持
管理の項目・手法
等を具体的に示し
たため、計画と取
組内容との整合性
を図るため、取組
内容を一部変更し
た。

・学校施設長寿命化
計画に基づき、国庫
等財源の確保や経費
縮減に向けた情報取
得に努め、効率的か
つ効果的な維持管
理・更新に取り組
む。
・各小中学校へ修繕
調査を行い、修繕箇
所を把握し、必要な
経費について予算計
上する。

・学校施設を教育環
境の質的改善も考慮
しながら適正に改修
や建替えができるよ
う、コストの縮減と
平準化を図ることを
目的として、岩倉市
公共施設等総合管理
計画に基づく学校施
設の個別計画として
学校施設長寿命化計
画を策定した。
・各小中学校へ修繕
調査を行い、今後、
必要な修繕箇所と費
用を把握して、予算
計上し、施工した。

・平成28年度に行っ
た配水基幹管路布設
替工事の実施設計に
より、基幹管路を
788ｍの区間耐震管
で布設替えを行い、
耐震化率の向上を
図った。

・耐震化率27.1%
（目標より9.1％
減）
※昨年度比4.9%増

・平成29年度に行っ
た実施設計を基に、
耐震化工事を行い耐
震化率の向上を図
る。

・排水機場について
は、引き続き計画に
基づく修繕を実施す
ることに加え、統廃
合についても念頭に
置きながら県と協議
していく。
・公園施設・橋梁に
ついては、計画を適
宜見直しながら、そ
れに基づく改修・点
検を実施していく。

・排水機場について
は、補修・補強等機
能保全対策修繕計画
に基づき3機場の修
繕を実施した。
・公園施設について
は、長寿命化計画を
見直し、それに基づ
き天王公園の野外卓
を更新した。
・橋梁については、
長寿命化計画に基づ
き名神高速道路側道
南橋の補修工事と13
橋の法定点検を実施
した。

・排水機場・橋梁に
ついては、引き続き
計画を適宜見直しな
がら、それに基づく
改修・点検を実施し
ていく。
・公園施設は既存長
寿命化計画どおりに
進めることが難しく
なっているため、計
画の抜本的な見直し
を実施する。

④
公
共
施
設
等
の
計
画
的
な
改
修
と
有
効
活
用

　水道水の安定供給のため、計
画的に基幹管路の耐震化を進め
る。

学校教育課
変
更

維
持

　計画的な維持管理・更新を行
うことでライフサイクルコスト
の縮減を図りつつ、各施設の安
全性・信頼性を高めることがで
きる。

40

39

38

計画的な基
幹管路の耐
震化

学校施設の
安全性の向
上と適切な
維持管理

排水機場・
公園施設・
橋梁の長寿
命化と適切
な維持管理

維持管理課

　基幹管路の耐震化工事を進め
ることにより、耐震化率を向上
させることができる。

目標耐震化率
　32年度 50.5％

※27年度基幹管路耐震化率
18.8％
（27年度全国平均　22.5％、27
年度愛知県平均　38.5％）

上下水道課

維
持

　来たるべき老朽化による維持
管理費の増大に対応するため、
排水機場については新たに修繕
計画を策定し、県事業及び県補
助金を活用する。また、公園施
設・橋梁については引き続き長
寿命化計画を定期的に見直しな
がら推進する。

（旧）文科省通知「学校施設の
維持管理の徹底について」を参
考に学校施設の有資格者による
専門的な点検及び診断を定期的
に実施し、施設の損傷等を早期
に発見することにより、計画的
な維持管理・更新に取り組む。

（新）平成30年3月に策定した
学校施設長寿命化計画に基づ
き、学校施設の不具合を未然に
防ぐため、日常的、定期的な施
設の点検を実施する。また、専
門家による定期点検を5年間隔
を目途に実施し、計画的な学校
施設の維持管理に取り組む。

質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

・平成28年度に行っ
た実施設計を基に、
耐震化工事を行い耐
震化率の向上を図
る。

・排水機場について
は、故障中の施設の
修繕を県と協議し、
県補助事業で実施す
ることで、市の財政
負担を減らすことが
できた。
・公園施設・橋梁に
ついては、長寿命化
計画に基づく改修を
実施することで適正
管理を図ることがで
きた。

資料109㌻
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平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

実施 実施 実施 実施 実施 ・新ホームページ
が導入されたこと
から、引き続きそ
の活用に取り組む
ため、取組内容の
記述を変更した。

検討 検討 検討 実施 実施

・12月にＨＰを用い
たアンケートを実施
した。（30件）
・10種類の計画等の
パブリックコメント
を実施し、ホーム
ページを通じた意見
の提出は３件あっ
た。
・「市民の声」につ
いて、ホームページ
を通じた投稿は92件
だった。
・クロスワードクイ
ズについて、ホーム
ページを通じた回答
は170件だった。

・各種イベントの参
加申込をホームペー
ジで行えるよう取り
組む。
・ホームページを効
果的に活用し市政の
市民意向の把握に努
める。

【環境保全課】
・電子申請を行った
場合に必要となる経
費や運営に伴う利点
や課題等について知
ることができ、導入
を検討をする上での
参考となった。

【健康課】
・電子申請専用のシ
ステムを運用するた
めの経費や本市のが
ん検診業務管理シス
テムに申込データを
手入力する必要があ
るなど、運用に関す
る課題を把握するこ
とができた。

【環境保全課】
・市民の利便性向
上の面から実施を
検討してきたが、
利便性が一定程度
向上する一方、相
応の経費（初年度
約150万円、翌年
度から約90万円）
が必要となるこ
と、メールによる
やり取りではトラ
ブルが増加するこ
と、事業系ごみの
混入が防ぎにくい
こと、収集業務に
無駄が生じる可能
性があること等の
理由により電子申
請の導入は困難と
結論づけた。

【健康課】
・電子申請の導入
は、市民の利便性
の向上が見込まれ
る一方、一定の経
費が必要であるこ
と（年間約100万
円）、申込時に個
人情報や検診の受
診歴を確認できな
い等の不都合が生
じ、事務量の増大
が予測されるた
め、電子申請の導
入は困難であると
結論づけた。
・現状より利用し
やすい方法を検討
していく。

【環境保全課】
・電子申請を導入し
ている先行自治体を
訪問し、運営状況等
の聞取りを行った。
また、先行自治体が
業務委託を行ってい
る業者からの聞き取
りも実施した。

【健康課】
・電子申請でがん検
診の受診申込を行っ
ている先行自治体か
ら運営状況等を聞き
取った。
・本市の情報システ
ム部門の担当課と相
談しながら、運用の
可能性について検討
した。

　簡易な手続がホームページか
らできるようになり、利便性が
高まる。また、集計機能を活用
することで迅速な集計、分析が
可能になるとともに、市民の声
を市政に反映しやすくなる。

41

①
情
報
化
に
よ
る
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
向
上

（旧）新ホームページのアン
ケート機能を活用し、簡易な申
込みや意見投稿（市民の声やパ
ブリックコメントなど）ができ
るようにし、そこから得られた
意見等を随時、施策や計画策定
に反映させる。

（新）ホームページから簡易な
申込みや意見投稿（市民の声や
パブリックコメントなど）がで
きる機能を活用し、そこから得
られた意見等を随時、施策や計
画策定に反映させる。

協働推進課
ホームペー
ジの活用

環境保全課
健康課

　各種申込などの電子申請を可
能にすることで、市民サービス
の向上を図ることができる。

＜環境保全課＞
　犬の登録等業務の一部につい
ては電子申請を可能にしている
が、粗大ごみ処理の申込などに
ついても情報化を進め、電子申
請機会の拡大に取り組む。

＜健康課＞
　がん検診の受診申込について
電子申請が可能かどうか検討
し、可能であれば導入する。

42

情
報
化
へ
の
取
組
と
市
民
と
の
行
政
情
報
の
共
有

電子申請機
会の導入

変
更

・ホームページリ
ニューアル後の事後
評価のため、12月ご
ろにアンケートを実
施する。
・引き続きホーム
ページを効果的に活
用し市政の市民意向
の把握に努める。

【環境保全課】
【健康課】
・引き続き先行自治
体から運営状況等を
聞き取り、事例研究
を行う。
　また、個人情報と
本人確認の仕組につ
いて、関連部署と連
携して対策を検討す
る。

整
理

・ホームページから
の「市民の声」投稿
が26件増え、手軽に
意見を寄せることが
できる機会を提供で
きた。

資料119㌻

資料120㌻
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

調査・検
討

調査・検
討

実施 調査・検
討

調査・検
討

実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

検討 実施 実施

実施

実施

実施

実施

実施

・ホームページの機
能をさらに活用して
効果的な情報発信に
努める。また、小学
校区等でタウンミー
ティングを行い、こ
れまで以上に積極的
に地域の現状や課題
の把握に努める。

・郷土資料室で所
蔵する民俗資料に
加え、映像資料に
ついてもデータ
ベース化を行い、
子どもたちをはじ
め市民の皆さんに
郷土に対する愛着
をより一層深めて
いただく。

・「みんなの広場」
の周知に努めるとと
もに、市民との協働
により特集等でより
多くの市民を取り上
げ関心を高める。

・住民情報系システ
ム（個人番号利用系
システム）の更新に
合わせて、7事務で
独自利用によるマイ
ナンバーを利用した
情報連携を行うこと
を決定した。
　また、LGWAN接続
系（行政情報系）シ
ステムを更新した。

・情報連携に向けた
準備を進めることが
できた。また、
LGWAN接続系（行政
情報系）システムの
更新により、より効
率的な事務処理を実
現し、サービス水準
の向上につなげるこ
とができた。

・マイナンバーを利
用した情報連携に対
応したシステムを導
入し、書類の省略や
時間の短縮による市
民サービス向上を図
る。

・投稿型コーナー
「みんなの広場」に
は75件の投稿があっ
た。
広報モニターからは
「まちかどスナッ
プ」（15件）、
「フォトニュース」
（7件）の記事や写
真等の提供があっ
た。
・広報モニター会議
を２回開催した。

・写真や自作の短歌
など、自身の作品が
載ることで広報紙を
身近に感じてもらう
ことができた。

・平成29年度に開催
した民俗資料企画展
「むかしの冬の暮ら
し展」を再構成し、
データベースの情報
を活用してホーム
ページ上に掲載し
た。
・岩倉民具研究会に
委託し、郷土資料室
に所蔵しているデー
タ化されていない民
族資料について、
データベース化を進
めた。

・平成30年1月に生
涯学習センターで開
催した企画展示期間
中に来場できなかっ
た人にも、ホーム
ページ上で常に閲覧
できる形に整備し、
本市が所蔵する民俗
資料の知識習得の機
会を提供した。

・先進的な事例の情
報収集に努めるほ
か、平成30年度実施
予定の企画展示につ
いても、データベー
スの情報を活用し、
ホームページ上で公
開できるよう準備を
進める。
・映像資料等のデジ
タル化についても研
究する。

・スマホ向けホーム
ページで画像をスラ
イドして表示できる
ようにした。
・小学校区毎に子育
て支援、健幸長寿社
会の実現等のテーマ
を中心に市長との意
見交換会（5回、183
人）を開催、市政モ
ニター会議（4回、
52人）、いどばた広
聴（1回、8人）、タ
ウンミーティング
（1回、21人）を実
施、市民の声には
222件の投稿、ほっ
と情報メールでは
421件の情報を配信
した。

・ホームページへの
アクセス数もリ
ニューアル前より増
加しており、より多
くの人に情報を伝達
できた。
・様々な年代、地域
の人から直接意見等
を伺い、課題等の情
報共有ができ今後の
市政運営の参考とす
ることができた。

・ホームページをよ
り見やすく、欲しい
情報にたどりつきや
すくする。
・市民と直接意見を
交わす意見交換会
や、市政モニター、
市民の声、タウン
ミーティングなど多
様な広聴活動を行
う。

協働推進課

　事務の処理速度、正確性が向
上し、業務の効率化が図られ
る。また、それに伴いサービス
の質の向上が見込まれる。

情
報
化
へ
の
取
組
と
市
民
と
の
行
政
情
報
の
共
有

44

業務システ
ムの最適化

変
更

　広報モニターの活動支援を行
う。
　市民からの情報発信を行う。

　市民目線で情報発信ができる
広報紙とすることで、市からの
お知らせだけでなく、身近な情
報や新しい発見に触れることが
できるため、情報の共有化が進
む。

　業務システムの更新に合わ
せ、事務の効率化、サービス提
供の迅速化に資するシステムを
選定・導入する。導入後も随
時、最新のシステムや情報処理
技術の動向について研究し、費
用対効果も見据えながら導入を
検討する。

民俗資料等
のデータ
ベース化と
活用

（旧）郷土資料室に所蔵する民
俗資料のデータベース化を進
め、それらの情報を活用しホー
ムページ上で企画展を開催す
る。

（新）市が所蔵する民俗資料に
加え映像資料のデータベース化
を進める。それらの情報を活用
しホームページ上で企画展を開
催する。

　郷土の歴史や文化に対する理
解を深め、郷土愛を育む。

　市政モニター、市民の声、タ
ウンミーティング等で広く意見
を募集するほか、行政区等と意
見交換会を実施するなど、積極
的に要望や困りごとの把握に努
める。
　また、ホームページの充実や
ほっと情報メールの配信を行
う。

広聴活動の
充実と的確
な情報発信

協働推進課
維
持

43

45

②
情
報
化
に
よ
る
事
務
の
効
率
化

46

市民との協
働による広
報紙づくり

協働推進課

生涯学習課

　市民が期待していること、知
りたいと思っていることを的確
に把握し、それに対する市の考
え方や対応を多様な手段により
積極的に公開・伝達していくこ
とで情報の共有化が進む。

維
持

③
市
民
と
行
政
の
情
報
の
共
有

・平成29年度まで
の調査・検討に基
づき、平成30年度
以降、システムの
導入を進めていく
ため、年度目標の
うち、平成31年度
及び32年度を実施
とした。

変
更

・広報紙に投稿に
よって作るページを
設け、市民の広報紙
への関心や参加意欲
を高める。

・マイナンバーを利
用した情報連携等の
進捗状況を勘案しな
がら住民情報系シス
テム（個人番号利用
系システム）の選定
を進める。

・先進的な事例の情
報収集に努めるほ
か、平成29年度実施
予定の企画展示につ
いても、データベー
スの情報を活用し、
ホームページ上で公
開できるよう準備を
進める。また、過去
に開催した企画展示
についても公開でき
るよう検討する。

資料123㌻

資料125㌻
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28 29 30 31 32

平成30年度の計画平成29年度の実施効果 見直し内容及びその理由平成29年度の計画
平成29年度の実績

（実施内容）
№

行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課

年度目標
効果見込取組内容

見
直
し

実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施

実施

実施

実施

実施

実施

市民サービスの向上及び受診率
の向上が期待できる。

実施 実施 実施

準備 準備・実
施

実施

・相談員間の情報
共有の場の創出や
消費生活センター
の利用状況に応じ
た開設日時の見直
しなどを図ること
で、よりよい相談
体制の充実が見込
まれる。

・あいち情報セキュ
リティクラウドによ
り、インターネット
環境のセキュリティ
対策を強化すること
ができセキュリティ
レベルを向上するこ
とができた。
・研修や訓練を通じ
て職員のセキュリ
ティ意識を向上させ
ることができた。

・研修や訓練を通じ
て職員のセキュリ
ティ意識のさらなる
向上に努めるととも
に、最新の脅威につ
いての情報収集を常
に行い、高度なセ
キュリティ環境を保
持する。

・あいち情報セキュ
リティクラウドに参
加した。
　職員に対してセ
キュリティ研修（受
講者数120人）を実
施するとともに、標
的型攻撃メール訓練
（1回）を実施し
た。

セキュリ
ティレベル
の向上

47

　消費生活センターの相談体制
を充実させることで、消費者ト
ラブルに対する迅速な対応が可
能となり、市民が安全で安心し
て豊かな消費生活を送ることが
見込まれる。

　セキュリティレベルが一定水
準に保たれることにより、安心
して情報やサービスの提供を受
けることができる。

協働推進課

・開設した消費生活
センターの周知に努
める。
・相談員の資質向上
を図るため、国民生
活センターが実施す
る研修等へ相談員の
派遣を行う。
・専門性の高い相談
にも対応するため、
年10回程度、弁護士
を交えた相談等を実
施する。

・あいち情報セキュ
リティクラウドに参
加し、インターネッ
ト接続系のセキュリ
ティ強化を図るとと
もに全ネットワーク
において最適なセ
キュリティ環境を確
保する。
　また、研修や訓練
を通じて職員一人ひ
とりのセキュリティ
意識向上を図る。

維
持

・4月は、広報紙で
センターの開設日や
時間、連絡先などを
記した啓発用マグ
ネットを全戸配布す
るとともに、多発す
る手口の注意喚起や
消費生活に係る情報
掲載した。また、11
月の「いわくら市民
ふれ愛まつり」内の
消費生活フェアで、
啓発用のエコバック
を配布し、センター
の周知に努めた。
・相談員を国民生活
センターの開催する
研修等へ派遣した。
・年10回弁護士を交
えた相談を実施し
た。
・117件の市民から
の相談があった。

48
消費生活相
談体制の充
実

商工農政課

（旧）平成29年度より設置する
岩倉市消費生活センターについ
て、多様化する消費生活に関す
る相談や苦情など迅速かつ適切
に対応するため、消費生活専門
相談員を確保するとともに、研
修などによる資質向上を図り、
相談体制の充実に努める。

（新）平成29年度に設置した岩
倉市消費生活センターについ
て、多様化する消費生活に関す
る相談や苦情など迅速かつ適切
に対応するため、さらなるセン
ターの周知を図るとともに、消
費生活専門相談員への研修や相
談員間による情報共有の場など
を通し資質向上を図る。
　また、センターの利用状況に
応じて、開設日時を拡充するな
ど、相談体制の充実に努める。

④
情
報
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ

の
確
保

情
報
化
へ
の
取
組
と
市
民
と
の
行
政
情
報

の
共
有

　最新のセキュリティ対策につ
いて、常に情報収集を行い、そ
の時々に対応した高度なセキュ
リティレベルを確保する。
　また、セキュリティ研修、標
的型攻撃メールへの対応訓練等
を継続的に実施し、セキュリ
ティ意識の向上に努める。

質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

変
更

①
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

・開設した消費生活
センターの周知に努
める。
・相談員の資質向上
を図るため、国民生
活センターが実施す
る研修等へ相談員の
派遣を行う。
・専門性の高い相談
にも対応するため、
年10回程度、弁護士
を交えた相談等を実
施する。

・消費生活センター
開設に伴い、今後、
よりよい相談体制の
充実が必要であるこ
とが確認できた。

②
民
間
活
力
の
積
極
的

活
用

学校給食の
配膳業務に
おける民間
活力の活用

学校教育課
新
規

新
規

　平成31年8月の給食調理及び
配送等業務委託の更新に伴い、
新たに配膳業務を民間に委託す
る。

　給食調理及び配送業務だけで
なく、配膳業務も民間に委託す
ることにより、調理から配膳ま
で給食に関する衛生管理が同じ
水準で一貫して行うことができ
る。

　ごみ分別アプリの導入によ
り、市民の分別意識が高くな
り、ごみの出し忘れを少なくす
ることができる。多言語対応に
することで外国人のごみ出し
ルールに対する理解が深まる。

・平成31年8月の委
託業務の更新に向け
て、（仮称）給食調
理等業務委託事業者
選定審査委員会を設
置し、優先交渉権者
を選定する。

・先行自治体及び事
業者への聞取り実
施、導入に向けての
課題整理、必要経費
の積算を行う。

実施

50

49

51

（

４
）

情
報
化
へ
の
取
組
と

市
民
と
の
行
政
情
報
の
共
有

①
情
報
化
に
よ
る
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
向
上

ごみ分別ア
プリの導入

環境保全課

　スマートフォンの普及率が
年々高まっている中、市民がご
みの分別をより簡単に調べるこ
とができ、ごみ収集日や分別収
集日のお知らせ、多言語対応も
可能な「ごみ分別アプリ」を導
入するもの。

がん検診申
込機会の拡
大

健康課
新
規

　平日の開所時間に来所できな
い人のために、申込機会を拡大
する。

検討 準備・実
施

 ・申込専用受付
（場所）の設置期間
を延長する。
・保健センターの開
庁所時間に来所でき
ない人のために、申
込日に日曜日も設定
することを検討す
る。
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計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

88 44 88 526 438 0 0 614 570

税務課 (2)① 8 市税の収納率の向上 2,517 23,845 6,860 22,857 6,860 6,641 6,641 29,519 46,702

　　　　　　　　　　市税（現年度分） 1,937 9,039 3,228 7,102 3,228 3,228 3,228 14,851 16,141

　　　　　　　　　　市税（滞納繰越分） 95 0 475 3,609 475 317 317 1,678 3,609

　　　　　　　　　　国民健康保険税
　　　　　　　　　　（現年度分）

364 7,409 3,036 12,146 3,036 3,036 3,036 12,510 19,555

　　　　　　　　　　国民健康保険税
　　　　　　　　　　（滞納繰越分）

120 7,396 120 0 120 60 60 481 7,396

335 335 335 68 335 335 335 1,675 403

0 34 0 0 0 0 0 0 34

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

13,795 24,269 13,795 36,919 36,919 36,919 36,919 138,347 61,188

12,616 12,616 37,470 37,470 50,086 50,086

229 629 229 0 229 229 229 1,145 629

95 405 95 215 95 95 95 475 620

             計 29,675 62,177 58,872 98,055 44,876 0 44,219 0 44,219 0 221,861 160,232

秘書企画課 (2)② 15
ふるさといわくら応援寄附金の積極的な推
進

（内訳）平成２９年度寄附金額（歳入）－平成２９年度寄附金謝礼等支出額（歳出）

上下水道課 (2)⑤ 24 上水道事業健全経営

（内訳）平成２７年度調定額（571,477,630円）を基準とし、目標収納率が達成された場合に増収する額

上下水道課 (2)⑤ 24 上水道事業健全経営（下水道使用料分）

（内訳）平成２７年度調定額（238,448,850円）を基準とし、目標収納率が達成された場合に増収する額

子育て支援
課

(2)① 12 放課後児童健全育成手数料の収納率の向上

（内訳）平成２７年度調定額（10,614,580円）を基準とし、目標収納率が達成された場合に増収する額

- (2)③ 21 経常経費等の削減

（内訳）予算積算時に見直しを行う経常経費等の額

学校教育課 (2)① 10 給食費の収納率の向上

（内訳）平成２７年度調定額(172,447,240円）を基準とし、目標収納率が達成された場合に増収する額

子育て支援
課

(2)① 11 保育料の収納率の向上

（内訳）平成２７年度調定額（122,627,950円）を基準とし、目標収納率が達成された場合に増収する額

（内訳）平成２７年度調定額（市税：現年度分6,456,750,418円、滞納繰越分316,546,072円、国民健康保険税：現年度分1,214,556,800円、滞納
繰越分601,331,746円）を基準とし、目標収納率が達成された場合に増収する額

長寿介護課 (2)① 9 介護保険料の収納率の向上

（内訳）平成２７年度調定額（669,101,200円）を基準とし、目標収納率が達成された場合に増収する額

32 計

市民窓口課 (2)① 7 後期高齢者医療保険料の収納率の向上

（内訳）平成２７年度調定額(438,084,200円）を基準とし、目標収納率が達成された場合に増収する額

行政経営プラン行動計画のうち財政効果が見込まれる項目
（単位：千円）

所管課
位置
づけ

№ 取組業務
28 29 30 31


